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2018年4月に米国サンアントニオで開催されたリスクマネジメント協会（ＲＩＭＳ）の年次総会について、基調講演や各種セッションの
内容、会場や展示会の様子のほか、気候変動、自動運転車、サイバーリスク、評判リスク等、世界のリスクマネジメントに関する最新
動向について報告する。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、2018年1月からREICが主催するハザード・リスク実験コンソーシアムに参画し、防災科学技術研
究所によるリアルタイム地震被害推定情報の活用について検討を進めている。本稿ではコンソーシアムの設立背景や概要、リアル
タイム情報の事例や今後の活動について紹介する。「ハザード・リスク実験コンソーシアム」の紹介

～リアルタイム地震被害推定情報の活用に向けて～

33
米国トランプ政権が保護貿易主義的な傾向を強め、世界経済にネガティブな影響を与えるのではないかとの懸念が強まっている。
本レポートでは、最近の通商摩擦の動向およびその背景を概観し、技術覇権を目指す各国の思惑など中長期的な観点も含め注意
すべきリスク要因について考察する。

RIMS年次総会

16
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、企業における介護離職ゼロに向けた取り組み・支援の実施状況について2015年7月の第1回調査
に引き続き、育児・介護休業法の改正（2017年1月施行）後の2017年8月に第2回目の実態調査を実施した。本稿では、調査結果の
概要等を紹介のうえ、企業における今後の対応のポイントを整理する。

22
茨城県立医療大学付属病院において、脳損傷者の自動車の運転再開を判断するに際して、患者負担の軽減を目的として、ＭＳ＆ＡＤ
インターリスク総研が提供するアプリ「セーフティトレーナー®」が既存評価法に代わる評価法として活用できないかについて研究
が行われた。本稿では研究の概要とセーフティトレーナーの活用可能性について紹介する。

セーフティトレーナーの活用

介護離職防止

11
2018年2月に文部科学省は各学校における危機管理マニュアル作成の参考資料として、過去の刊行物などを踏まえて大幅に内容を
追記・改訂した「学校の危機管理マニュアル作成の手引」を発行した。本稿では各学校における危機管理マニュアル作成のポイント
とマニュアル整備と合わせて取り組むべき事項について解説する。

学校の危機管理マニュアル
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訪日外国人観光客の増加に伴い、外国人来訪者に配慮した災害時初動対応体制の整備が求められている。本稿では、総務省消防
庁や東京都から公表されている各種ガイドライン等を参考に、外国人来訪者の利用が想定される施設に求められる災害時初動対応
体制の整備・定着に向けたポイントを解説する。
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要旨
▪ハザード・リスク実験コンソーシアムは、リアルタイム地震被害推定情報を実験配信し、産業界での利活用に向けた課

題を抽出することなどを目的として、立ち上げられた。
▪このリアルタイム情報は防災科学技術研究所が構築したシステムにより算定され、地震動分布、震度曝露人口、建物

被害、人的被害が含まれる。
▪2018年4月の島根県西部の地震について、発生17分後に提供されたリアルタイム地震被害推定情報は、建物被害に 

つき、おおむね実被害をとらえた予測となっていたと考えられる。
▪MS&ADインターリスク総研は実験参加機関として本コンソーシアムに参画し、早期損害推定への活用など、新たな

サービスに応用できる可能性を検討していく。

1．なぜリアルタイム情報が必要か
大地震の発生直後には大きな混乱があり、被害情報を把

握し初動対応をとるまでに時間を要することとなる。例えば、
1995年の阪神・淡路大震災では、電話や交通機関の途絶に
よりドーナツのように被災地中心部の情報が空白となった。
2011年の東日本大震災においては、公的機関や企業等の情
報がWebサイト上やソーシャルメディアで無償提供されるな
ど新たなメディアによる情報発信が行われたが、通信インフラ
の被害や自治体機能の低下により広範囲で情報伝達の途絶
が発生した。そして2016年の熊本地震においても、大小の地
震が断続的に続くなかで被害の全体像を把握することは容易
ではなかった。

このような発災直後の状況のなかで、定量的なリスクを迅
速かつ正確に予測することは大きな課題となっている。損害
保険業界においても、企業経営に与えるインパクトや災害状
況を把握するため、被害を高精度かつ早期に予測することは
重要である。

MS&ADインターリスク総研は、特定非営利活動法人リアル

「ハザード・リスク
実験コンソーシアム」の紹介
〜リアルタイム地震被害推定情報の活用に向けて〜

レジリエントでサステナブルな社会をめざして年間シリーズ

タイム地震・防災情報利用協議会（以下、『REIC』）が主催す
るハザード・リスク実験コンソーシアム（以下、『コンソーシア
ム』）に2018年1月から実験参加機関として参画し、国立研究
開発法人防災科学技術研究所（以下、『防災科研』）の研究成
果であるリアルタイム地震被害推定情報（以下、『リアルタイム
情報』）をどのように損害保険会社において活用していくか、
検討を進めている。

本稿では、コンソーシアムの設立背景や概要、リアルタイム
情報の構築を支えるシステム、また2018年4月9日の未明に発
生した島根県西部の地震におけるリアルタイム情報提供の事
例について紹介する。

2．コンソーシアムの設立背景と概要
地震発生後すぐに詳細な被害状況を把握するためには、被

害全体をリアルタイムに推定できるシステムと、システムで推
定した被害情報を社会が実際に活用できる仕組みの両方が
必要となる。

MS&ADインターリスク総研株式会社
総合企画部 リスク計量評価グループ

主任コンサルタント　河
か わ べ

辺 賢
け ん



レジリエントでサステナブルな社会をめざして
「ハザード・リスク実験コンソーシアム」の紹介

RMFOCUS Vol.66 〈2018 Summer〉　2

3．リアルタイム情報の構築を支える
システム

広域にわたる激甚な地震災害が発生した場合でも速やか
に被害を推定し、リアルタイム情報として社会に提供すること
を目指したシステムが、防災科研によって開発されている。そ
の情報構築の流れを以下に説明する（次頁図2、3）。

まず、地震発生後、全国各地から断続的に送信されてくる地
震の揺れの情報（計測震度注2））を収集する。これらは、防災科
研の地震観測網であるK-NETやKiK-net、あるいは気象庁や
自治体が設置した地震計で観測された実際の情報である。

次に、各観測点で離散的に観測された計測震度をもとに、
面的に連続した地表の揺れの空間分布（地震動分布）を推定
する。この際に、全国の地表面を250m四方に分割したうえで、
軟弱な地盤では揺れが大きくなりやすく、岩盤のような硬い
地盤では揺れが小さくなりやすいことを考慮している。また、
特に関東地域や東海地域に関しては、他の地域よりも精度の
高い地盤情報を用いた推定を行っている。

最後に地震動分布から、次頁表1に示すようなリアルタイ
ム情報を推定する。震度曝露人口注3）については、国勢調査や
経済センサス基礎調査等をもとに構築した昼間・夜間の人口
データを利用して、5弱以上から6強以上の4つの震度区分毎
に推定する。一方、建物被害棟数については、住宅地図データ
等をもとに構築した全国を網羅する建物棟数の分布に対し、
阪神淡路大震災における知見等にもとづく地震動と建物被害
率の関係式（以下、『被害関数』）を適用することにより推定す
る。なお、被害棟数に推定幅をもたせるため、被害関数は8種
類用意されており、8ケースの異なる推定情報が提供される。

　

前者については、防災科研が中心となり「全国概観版リア
ルタイム被害推定システム」を開発している。これは、戦略的
イノベーション創造プログラム（SIP）注1）の防災分野における
研究成果であり、地震の揺れや建物および人的な被害を、リ
アルタイムに定量的な推定値として提供することができる。本
システムの概要については次章で概説する。なお、熊本地震
では、前震（M6.5）および本震（M7.3）のいずれについても、地
震発生の約30秒後からリアルタイム情報の発信を開始し、約
10分後に最終報として被害情報を推定した実績がある。

後者の仕組みがつくられ、このリアルタイム情報を民間企業
等が利活用することができれば、防災に関する付加価値等が
創造され企業等にメリットが生まれ、また防災科研としても新
たな課題やニーズをとらえた高度な研究を望むことができる。
そこでリアルタイム情報について以下のような目的を果たすた
め、REICによりコンソーシアムが立ち上げられた。

⃝社会実装に向けた実験配信
⃝各産業界での利活用や実運用に向けた課題の抽出・整理
⃝上記課題解決に向けた防災科研および産業界との連携

促進
コンソーシアムは、情報配信サービス機関としてのREICと、

実験参加機関としての民間企業（2018年5月末時点で計22
社）で構成される。実験参加機関はREICを通じて防災科研の
発信したリアルタイム情報の提供を受けることにより、利活用
の検討を行う。一方でREICは実験参加機関からの利活用の
状況をとりまとめて、防災科研に報告するとともに課題等を
提言する。コンソーシアムの概要を図1に示す。なお、MS&AD
インターリスク総研は実験参加機関として、同じMS&ADイ
ンシュアランスグループの三井住友海上火災保険株式会社
は実験協力機関として、コンソーシアムに参画している。

【図1】コンソーシアムの概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （出典：参考資料1）を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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情報名 提供データの種類 解像度
地震動分布 震度分布 250mメッシュ

震度曝露人口

5弱以上

250mメッシュ
都道府県別
市町村別

5強以上
6弱以上
6強以上

建物被害
全壊

全半壊
被害なし

人的被害
死者数

重傷者数
負傷者数

【図2】リアルタイム被害推定システムによる情報構築の概要　   （出典：参考資料2）を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図3】リアルタイム被害推定システムによる情報構築の手法　　（出典：参考資料3）を基にMS&ADインターリスク総研作成）

（出典：参考資料3）を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表1】リアルタイム情報の例

注3）
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4．島根県西部地震で提供された
リアルタイム情報

コンソーシアムにおいては、おおむね震度3以上の地震が発
生した場合に情報提供が実施される。ここでは実際に情報提
供がなされた事例として、2018年4月9日の未明に発生した島
根県西部の地震に関するリアルタイム情報を紹介する。

午前1時32分、島根県西部を震源とするマグニチュード6.1
（暫定値）の地震が発生した。気象庁が数分後に発表した速
報では、島根県大田市で最大震度5強を観測したとの情報で
あった。

さて、リアルタイム情報がREICを通じてコンソーシアム内に
発信され、実験参加機関が利活用できるようになったのは、地
震発生17分後の午前1時49分であった（表2）。このデータを

出来事 日付 時間 地震発生後経過時間
地震発生

4月9日

1時32分 —
気象庁・推計地震動分布の発表
◦推定震度分布:最大震度6弱
※解像度:1kmメッシュ

1時37分 5分後

リアルタイム地震被害推定情報の発表
◦推定地震動分布:最大震度6弱
◦推定建物被害:全壊0～37棟、半壊3～693棟
※解像度:250mメッシュ

1時49分 17分後

島根県・災害対策本部会議
◦県内施設を点検中
◦大田市立病院で水槽に亀裂が生じたとの報告

4時現在 約2時間半後

内閣府・災害情報
◦住家被害:確認中
※消防庁調べ:4月9日　9:00現在

12時現在 約10時間半後

内閣府・災害情報
◦住家被害:全壊12棟、半壊79棟
◦非住家被害:全壊2棟、半壊30棟
※消防庁調べ:5月8日　16:00現在

5月9日 13時現在 約1か月後

（出典：参考資料4）5）6）7）を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【表2】地震発生後の被害状況把握の推移

【図４】島根県西部の地震の推定震度分布（広域）
　（リアルタイム情報を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図5】島根県西部の地震の推定震度分布（詳細）
　（リアルタイム情報を基にMS&ADインターリスク総研作成）

可視化した例として、広域の震度分布を図4に、特に揺れが大
きかった地域の詳細な震度分布を図5に示す。大田市におい
て震度6弱の揺れがあったと推定した地域を、250m四方で特
定することができる。

リアルタイム情報の別の例として、全壊もしくは半壊したと
推定される建物の棟数分布を、次頁図6に可視化した。特に
赤色のメッシュで示された地域は相対的に被災棟数が多い地
点と推定された。8ケースの推定値の幅は全壊が0〜37棟、半
壊が3〜693棟であり、8ケースの推定値の平均は全壊が17棟、
半壊が174棟となった。なお、5月8日時点での建物実被害は消
防庁調べで全壊14棟、半壊109棟であり、リアルタイム情報は
おおむね実被害をとらえた予測となっていたと考えられる。

「
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レジリエントでサステナブルな社会をめざして
「ハザード・リスク実験コンソーシアム」の紹介

5．今後の活動について
コンソーシアムは、防災科研が構築したシステムにより推定

されたリアルタイム情報を提供し、発災後の極めて早い段階
における民間企業を中心とした災害全体像の把握や初動対
応を支援する情報生成の場として、活動を行っている。

今後は、コンソーシアムの活動のなかで生まれる社会実装
における課題を反映しながら、より望ましい情報発信のあり
方について検討が行われる予定である。また2018年度中に、
本情報の市場での利活用促進を目的として、実験参加機関
が関わり産業界別のワーキンググループも組織される予定
である。

リアルタイム情報は現状ではコンソーシアムのメンバーのみ
に発信されているが、2019年度にはより広く参加機関を募っ
ていく予定である。MS&ADインターリスク総研は、損害保険
会社向けの早期損害推定への活用など、新たなサービスに応
用できる可能性を検討していく予定である。

本稿の執筆にあたっては、国立研究開発法人防災科学技
術研究所、および特定非営利活動法人リアルタイム地震・防
災情報利用協議会に、助言や協力を得た。この場を借りて感
謝の意を表する。

以上

参考文献・資料等

1）REIC「ハザード・リスク実験コンソーシアム参加方法について」
＜h t t p : / / w w w . r e a l - t i m e . j p / w p / w p - c o n t e n t /
uploads/2017/09/170919_houhou-.pdf＞（最終アクセス2018年5
月11日）

2）防災科学技術研究所「リアルタイム地震被害推定システムによる建
物被害分布」
＜http://www.bosai.go.jp/event/2016/pdf/20160424_
fujiwara.pdf＞（最終アクセス2018年5月11日）

3）防災科学技術研究所・REIC「リアルタイム地震被害推定情報の提
供について」
＜h t t p : / / w w w . r e a l - t i m e . j p / w p / w p - c o n t e n t /
uploads/2017/10/170919_gaiyou.pdf＞（最終アクセス2018年5月
11日）

4）気象庁「推計震度分布図 2018年04月09日01時32分 島根県西部　
Ｍ5.8」
＜http://www.data. jma.go. jp/svd/eew/data/suik
ei/201804090132_571/201804090132_571_1.html＞（最終アクセス
2018年5月11日）

5）島根県「第１回島根県災害対策本部会議 会議資料3」
＜http://www3.pref.shimane.jp/houdou/files/7E65BDE3-
A1D0-4935-BECB-62B4D9059A59.pdf＞（最終アクセス2018年5
月11日）

6）内閣府「島根県西部を震源とする地震による被害状況等について 
平成30年4月9日12：00現在」
＜http://www.bousai.go.jp/updates/h30jishin_shimane/
pdf/300409_jishin_shimane01.pdf＞（最終アクセス2018年5月
11日）

7）内閣府「島根県西部を震源とする地震による被害状況等について 
平成30年5月9日13：00現在」
＜http://www.bousai.go.jp/updates/h30jishin_shimane/
pdf/300509_jishin_shimane01.pdf＞（最終アクセス2018年5月
11日）

注）
　　　　　　
１）戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)

戦略的イノベーション創造プログラムとは、内閣府が2014年度に始めた大型
研究開発プロジェクト。社会的課題の解決や産業競争力の強化、経済再生
などに資する重要な課題に、府省や旧来の分野の枠を超えた連携を行いな
がら取り組んでいる。防災分野では、「レジリエントな防災・減災機能の強化」
の課題に対する研究内容の一項目として、「最新観測予測分析技術による災
害の把握と被害推定」があげられている。通称のSIPは、Cross-ministerial 
Strategic Innovation Promotion Programの略語である

２）計測震度
地震観測点で地震計によって測定された、地表の揺れの強さの程度を数値化
した指標。基本的に、地震波の加速度の大きさに基づいており、体感による
震度とほぼ一致するように定められている。過去に気象庁は、人が感じた揺
れや建物の被害程度をもとに震度を定めていたが、1990年代以降地震計の
設置が進み、現在10段階で示される震度階級は全て計測震度から求められ
ている

3）震度曝露人口 
地震が発生した時に、各震度区分にさらされる人口。震度分布と人口分布を
空間的に重ね合わせて、震度区分毎に人口を集計して算定する

4）工学的基盤 
「工学的基盤」とは、建築や土木等の工学分野で使用される用語で、構造物を
設計するとき、地震動設定の基礎とする良好な地盤のことを示す。多くの場
合S波速度が300〜700m/s程度以上の地盤のことを指す

5）堀江(2004)および村尾・山崎(2002)の研究成果に基づく被害関数を使用した
場合の推定結果

【図6】島根県西部の地震の推定全半壊棟数分布（詳細）注4）

（リアルタイム情報を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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災害時対応／インバウンド

外国人来訪者に配慮した
災害時初動対応体制の整備

１ 外国人来訪者に配慮した
災害時対応ニーズの高まり

2012年は約836万人であった年間の訪日外国人観光客数が
2017年には3倍を超える約2,869万人となり、近年顕著な増加傾
向を示している。政府は東京オリンピック・パラリンピックが開
かれる2020年には4,000万人に増やす目標を掲げており、今後
も外国人観光客の増加が見込まれる。これら外国からの来訪者
は、日本語の理解度、土地勘、災害の経験などのばらつきが大き
く、日本で発生する災害やそれに対する避難行動に関する知識
を有していないことから、大きな不安に駆られ過剰な反応を起
こしやすい。施設等での災害時は来訪者・従業員共に冷静に行
動することが重要であり、そのためには情報を適切に提供し円
滑に案内・誘導できるよう体制を整備しておく必要がある。

このような体制を整備する際に参考となる資料として、2018年
3月に総務省消防庁から「外国人来訪者や障害者等が利用する
施設における災害情報の伝達及び避難誘導に関するガイドライ
ン」1）（以下、「消防庁ガイドライン」）が、東京都から「外国人旅
行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル 改訂版」2）

（以下、東京都マニュアル）がそれぞれ公表された。これらには災
害発生時に予想される外国人来訪者の反応や、事前準備すべ
きことや導入する設備に求めるべきスペック、発災後の初動時

要旨
▪外国人観光客の増加に伴い、外国人来訪者に配慮した災害時初動対応体制の整備が求められている。
▪消防法令に基づき各施設で確立されている自衛消防体制を外国人来訪者に配慮したものへ再整備することが望まし

い。その際、2018年3月に公表されたガイドライン等が参考になる。
▪一斉放送や避難誘導を行う際、多言語化・視覚化した情報を用いて従業員一人一人が適切に活動できるよう、資機材の

準備や定期的な教育・訓練の実施が重要である。

に実施すべきことなどがよく整理されている。
本稿ではこれらの資料を参考に、外国人来訪者の利用が想定

される施設の災害時初動対応体制を整備するポイントについ
て述べる。

　

２ 消防庁ガイドラインや
東京都マニュアルの概要

⑴消防庁ガイドラインの概要

消防庁ガイドラインでは、対象とする災害は「火災、地震」、対
象施設は「多数の外国人来訪者の利用が想定される駅・空港、
競技場、旅館・ホテル等」とされている。通常、このような施設で
は、消防法令に基づき建物の用途・規模に応じてハード・ソフト
両面で自衛消防体制を整備しているが、非常時の全館放送が日
本語音声のみとなっているなど外国人来訪者や障がいなど様々
な特性がある方に十分配慮できていない場合がある。多言語化
や視覚化、利用者の特性に応じた個別対応などを行えるよう自
衛消防体制を事前に再整備しておく必要がある。そのために以
下の四つの取り組みを行うことが望ましいとされている。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第一部  リスクエンジニアリンググループ
上席コンサルタント　　　　　 　　　　　 鶴

つ る た
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①防災センター等から一斉に行う災害情報の伝達および
避難誘導に係る取り組み

②自衛消防隊員が直接行う災害情報の伝達および避難誘
導に係る取り組み

③利用者への事前周知等に係る取り組み
④教育・訓練

①は緊急地震速報や災害発生情報、避難指示などを来訪者
へ一斉に発信する際の取り組みである。デジタルサイネージ（電
子看板）や、外国語メッセージを付加した非常用の放送設備、ス
マートフォン（施設利用者が使用するもの）などを活用し、多言
語化・視覚化した情報を発信する。その際、②の取り組みを併用
し、情報を受け取れなかった人や理解できなかった人などへ個
別に説明する必要がある。また、エレベーターの使用禁止や、廊
下の分岐点での避難誘導なども重要である。この際、ピクトグラ
ム（絵文字・絵単語）に多言語表示を併記したフリップボードや
翻訳機能付き拡声器などを活用することが望ましい。

③は自施設に講じられている防火・防災対策や、災害時に伝
達される情報とその伝達方法などについてホームページや掲示
といった方法で事前周知するものである。災害発生時のパニッ
ク防止や円滑な避難誘導などの効果が期待できる。

④は従業員への教育・訓練を定期的に行い①〜③の取り
組みを見直すものである。消防庁ガイドラインではどのような
場合を想定した訓練を行うべきかについて、複数ケースが示
されている。

なお、消防庁ガイドラインと併せて「消防庁ガイドラインの手
引き」3）が公開されており、ガイドラインの解説の他、利用者への
事前周知等のための資料作成時に活用できる情報コンテンツ
集、様々な教育・訓練プログラムの内容や進め方が掲載されて
おり、前述の③や④を取り組む上で参考となる。

　

⑵東京都マニュアルの概要

東京都マニュアルでは、対象とする災害は「災害（地震、津波、
風水害、火山噴火、感染症）」、対象施設は「外国人旅行者が訪
れたり、利用する施設（宿泊、飲食、小売、その他のサービス施
設）」とされている。東京都マニュアルは2012年に作成された「外
国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル 地
震災害を中心に」の改訂版であり、対象とする災害の種類や関
連データベース、参考資料などが充実した。活用方法について
以下3点が示されている。

①チェックリストによる現状の確認
②基礎知識の確認
③災害発生に備えた研修や防災訓練の実施

①は自施設で外国人旅行者のための災害対応に必要な事項
が実施できているか確認するものである。チェックリストは「外
国人旅行者対応のための責任者や指揮命令系統を確立してい
る」や、「すべての従業員が指示や判断を仰ぐことなく速やかに
対応できるように活動マニュアルを作成している」などを含む、
九つの確認項目で構成されている。

②は災害の基礎知識や外国人旅行者の災害時の行動につ
いて理解を深めることと、外国人旅行者への初動対応のため
にあらかじめ準備しておくことについてまとめられている。外国
人旅行者が災害に見舞われた際の行動例として、災害後の停
電や断水を理解できないことや、災害後もエレベーターを使お
うとする、建物にとどまるべき状況にもかかわらず外出する、
外国人旅行者の関係者から安否や所在の問い合わせが殺到
すること、などが挙げられている。災害時に従業員が落ち着い
て対応できるよう、このような行動特性についてあらかじめ理
解を深めておくことが重要である。また、事前に準備しておくこ
ととして、災害時の外国人旅行者対応の命令系統の確立や、
外国人旅行者のための情報収集先のリスト化、多言語表記を
併せたピクトグラムや対応文例集等の準備などが挙げられて
いる。

③は災害時に各従業員が外国人旅行者に対応できるよう研
修や防災訓練に取り組むものである。ピクトグラムや対応文例
集を使って情報提供や避難誘導ができるよう訓練を実施するこ
とや、可能であれば外国人旅行者のお客さまにも訓練への参加
を依頼し改善を図ることなどが挙げられている。

東京都マニュアルには初動対応のための関連データベースと
して、事業者が把握しておくことが望ましい情報源や外国人旅
行者に知らせておくべき情報源など、多くのWebページが紹介
されている。また、参考資料としてピクトグラムや災害発生時対
応文例集（日本語、英語、中国語、韓国語に対応）、ピクトグラム
と対応文例集を併用した案内板や掲示板の作成例、防災情報
リストが掲載されており、事前準備に活用できる。
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３ 災害時初動対応体制を整備する際の
ポイント

消防庁ガイドラインや東京都マニュアルを踏まえ、既存の自
衛消防体制を基に再整備する際のポイントについて筆者の見
解を述べる。

　

⑴外国人来訪者の災害時の行動について理解を深める

過去、大きな地震の発生が無いシンガポールで2007年に震度
1〜2程度の地震が発生した時、ビルで勤務する人々が避難する
ためにエレベーターへ殺到したとの報告がある。閉じ込められる
おそれがあるため地震発生時にエレベーターは使用禁止という
ことを、多くの日本人は知っているが外国人は必ずしもそうでは
ない。このように、日本で発生しやすい災害に対する認識において
外国人来訪者と日本人に大きな差がある。見知らぬ土地で未経
験の災害に見舞われ、理解できる言語で情報が得られない状況
の中、恐怖と不安から冷静に行動できない人が現れる事態は十
分想定される。彼らをおもてなしする施設の従業員が速やかな初
動対応や正確な情報提供に注力し、来訪者一人一人の不安を取
り除くよう接することが重要である。そのためには、東京都マニュ
アルに災害別に例示されている外国人来訪者の行動について理
解を深めるとともに、どのような情報を多言語化・視覚化しどのよ
うに伝達するかについてあらかじめ考えておく必要がある。

　

⑵現状の初動対応を整理し、導入する方策を決定する

外国人来訪者の利用が想定される施設の多くは、通常、消防
計画を作成しそれに沿った形で火災や地震が発生した際の初
動対応体制を確立している。消防庁ガイドラインを参考に外国
人来訪者に配慮した体制への再整備について検討しつつ、東京
都マニュアルも参考にして自施設で想定される災害（津波、風水
災、火山噴火、感染症）についても対応できるかを考えると取り
組みを進めやすいと考える。

現在の初動対応を時系列で整理し、各対応についてどのよう
な方策を導入すべきか検討した例を示す（表１）。導入する設備
に求められる性能については、消防庁ガイドラインにまとめられ
ているものが参考になる。

　

⑶施設利用者への事前周知を行う

耐震性が高い建物内で地震に見舞われた場合、屋外は落下
物による危険があるため施設内にとどまり身を守る行動をとる
のが望ましいものの、一部の人々は慌てて施設から外に飛び出
すおそれがある。施設内にとどまるよう案内する際、建物の安全
性についての質問を求められると予想されるが、あらかじめ耐
震性能に関する情報を開示しておくと理解を得られやすい。利
用者への事前周知という形で情報を開示しておくことは有用で
ある。

【表１】火災発生時における宿泊施設の初動対応の見直し例

初動対応 現在の対応 導入する方策

火災発生の
事実確認

【一斉伝達】

•【全館放送】火災確認のご案内
非常用放送設備から日本語で自動音声を 
2回流す

•【全館放送】火災確認のご案内
現行の非常用放送設備に接続したシステムにより、日本語、英語の順
で自動音声を2回流す

•【スマートフォンアプリ】火災確認のご案内
客室に備え付けられたスマートフォン（お客様の所有のものでも可）
の所定のアプリを使用すると、自動音声の内容を母国語のテキストで
表示できる

避難誘導
【一斉伝達】

•【全館放送】避難開始のご案内
用意してある文例を元に、担当者が日本語で
2回案内する

•【全館放送】避難開始のご案内
現行の非常用放送設備に接続したシステムにより、日本語、英語の順
で自動音声を2回流す

•【デジタルサイネージ】避難開始のご案内
建物内の複数個所に設置されたディスプレイにピクトグラムと説明文

（日本語・英語）を表示する

避難誘導
【個別対応】

•【避難誘導】定位置で声かけ
スタッフがエレベーターホール前に立ち、エレ
ベーターの使用禁止を案内し、避難方向を伝
える

•【避難誘導】移動しながら声かけ
拡声器で火災発生を伝えながら、残留者の
有無を確認する

•【避難誘導】定位置で声かけ
ピクトグラムと説明文（日本語・英語）が書かれたフリップボードを
持ったスタッフがエレベーターホール前に立ち、エレベーターの使用
禁止を案内し、避難方向を伝える

•【避難誘導】移動しながら声かけ
翻訳機能付き拡声器で火災発生を伝えながら、残留者の有無を確認
する

（出典：参考文献3）4）を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）
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消防庁ガイドラインでは、自施設において講じられている防
火・防災対策の内容や災害時にとるべき行動などについて事
前周知するため、情報コンテンツを作成しホームページへの
掲載や掲示を行うこととされている。その際、消防庁ガイドライ
ンの手引きに記載されている情報コンテンツ集が参考になる 

（図１）。

⑷教育・訓練を実施する

多言語による防災訓練は自治体だけでなく、近年では民間企
業においても行われるようになってきた。一部の企業では、多言
語翻訳機能付きの拡声器やスマートフォンのアプリを活用した

避難や、防災センターのオペレーターからエレベーターに閉じ
込められた方への多言語による呼びかけ、デジタルサイネージ
を活用した4カ国語での災害情報提供、スマートフォンのアプリ
を使用した館内放送の避難指示などが行われている。このよう
な訓練で発見された課題を基に取り組みを見直し態勢を整備
していくことが重要である。

なお、消防庁ガイドラインの手引きには教育や訓練の進め方
を段階的に示したプログラムが掲載されている。「教育」、「図上
訓練」、「部分訓練」、「総合訓練」の4種類で構成されており、従
業員への教育や、訓練の計画・実施の際に参考となる。掲載され
ている教育項目や訓練メニューについて表２にまとめる。

教育・訓練を実施する際、訓練の評価者を設置する、訓練 

（出典：参考文献3）を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

【表２】消防庁ガイドラインの手引きに示されている教育・訓練プログラム

プログラム 教育項目・訓練メニュー

教育

•火災・地震時における一般的な災害情報の伝達および避難誘導の要領
•施設の特徴を踏まえた災害情報の伝達および避難誘導の考え方・ポイント
•施設の利用が想定される外国人来訪者や障がい者等のニーズ等
•外国人来訪者や障がい者等に配慮した災害情報の伝達および避難誘導の方法
•施設であらかじめ利用者に対して周知しておく情報の内容

図上訓練

•避難誘導の優先順位の検討
•避難経路の検討
•放送（避難指示等）の内容の検討
•災害情報の伝達および避難誘導のための従業員の配置等の検討
•逃げ遅れの確認ルートや手順等の検討

部分訓練

•外国人来訪者や障がい者等に配慮した初動対応訓練
◦防災センター等から一斉に行う災害情報の伝達および避難誘導訓練
◦自衛消防隊員が直接行う災害情報の伝達および避難誘導訓練

•外国人来訪者や障がい者等に配慮した個別対応訓練

総合訓練 各施設で既に実施している火災や地震を想定した総合訓練に、部分訓練の「外国人来訪者
や障がい者等に配慮した個別対応訓練」の内容を追加して実施する

【図１】消防庁ガイドラインの手引きに記載されている情報コンテンツ集の一例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：参考文献3））
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参考文献・資料等

1）総務省消防庁『外国人来訪者や障害者等が利用する施設における災
害情報の伝達及び避難誘導に関するガイドライン』2018年3月

2）東京都『外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュア
ル 改訂版』2018年3月

3）総務省消防庁『外国人来訪者や障害者等が利用する施設における災
害情報の伝達及び避難誘導に関するガイドラインの手引き』2018年3
月

4）総務省消防庁『外国人来訪者等が利用する施設における避難誘導の
あり方等に関する検討部会報告書』2018年3月

5）ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研「災害リスク情報＜第80号＞外国人来
訪者に配慮した災害情報の伝達や避難誘導」＜http://www.irric.
co.jp/risk_info/disaster/80.php＞（最終アクセス2018年5月18日）

参加者へアンケートを実施するなどにより、初動対応体制の見
直しに生かすための情報を得ることも重要である。これらの情
報を基に、体制を改善していくことが重要である。

　

４ 整備した災害時初動対応体制の
定着に向けて

本稿では外国人来訪者の利用が想定される施設に求められ
る災害時初動対応体制を再整備するポイントについて述べた。
場合によっては設備の導入が必要となるが、最近は様々な設備
が実用化されており一考の価値がある。例えば災害情報や避難
誘導放送を多言語で一斉発信する設備では、各施設に既設の
非常用放送設備に付加することで多言語化できる装置や、多言
語災害緊急放送機能を持つスマートフォン用アプリ、緊急時に
全客室のテレビを強制的に一斉起動させ情報を表示するシス
テムなどがある。情報を広く集めた上で、施設の実態に応じた設
備の導入要否について検討すべきといえる。

いずれの設備を導入した場合においても重要なことは、各従
業員が適切に運用できることである。火災や地震等の災害は突
発的に発生するため、初動対応時は従業員一人一人が主体的
に行動できることが求められる。例えば火災が発生した場合、従
業員は火災発見の通報や、消火器や消火栓を使用した初期消火
活動、施設の利用者の特性に応じた避難誘導などを行う必要が
あるが、これら一連の活動を適切に実施できず、大規模な火災に
発展した事例は数多く存在する。筆者の経験では、ある施設の
従業員に対し初動対応手順について聞いたところ、消火器や屋
内消火栓の設置場所や使用方法がわからない、避難誘導に必要
な備品の保管場所を知らないといった回答を得たことがある。
各従業員が迅速かつ適切に初動対応できるよう、教育や訓練を
実施し取り組みを見直していくことが大切である。

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、火災発生時の一連の活
動を全従業員が実施できるレベルを目指した教育・訓練の運営
支援を行っている。また、災害リスク情報＜80号＞5）では、消防
庁ガイドラインの内容やそれを踏まえた防災態勢の整備方法に
ついてまとめているため、併せて参考にして欲しい。

以上

災害時対応／インバウンド
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「学校の危機管理マニュアル
作成の手引」改訂の概要

１	本手引が発行された背景
学校における安全に関わる取り組みを総合的かつ効率的に

推進するため、これまで国は、2009年に学校保健安全法を施行
し、学校に対して、学校安全計画や危機等発生時対処要領（危
機管理マニュアル）の作成を義務付けるとともに、地域の関係機
関（警察、消防、防災担当部局等地域の安全に関わる機関）との
連携に努めることとしてきた。また、文部科学省では、各学校に
おける危機管理マニュアル作成の参考資料として、2007年に「学
校の危機管理マニュアル〜子どもを犯罪から守るために〜」2）、
2012年には、東日本大震災の教訓を踏まえた「学校防災マニュ
アル（地震・津波災害）作成の手引き」3）を刊行した。

その結果、危機管理マニュアルの作成をはじめとする、学校
における各種安全に関わる取り組みは一定進展してきたと 

要旨
▪文部科学省が、2018年2月28日に、各学校における危機管理マニュアル作成の参考資料として、過去の刊行物などを

踏まえて大幅に内容を追記・改訂した「学校の危機管理マニュアル作成の手引（以下、「本手引」）」1)を発行した。
▪本手引は、	

▶ 事前の危機管理（事故等の発生を予防する観点から、体制整備や点検、避難訓練について）
▶ 個別の危機管理（事故等が発生した際に被害を最小限に抑える観点から、様々な事故等への具体的な対応について）
▶ 事後の危機管理（緊急的な対応が一定程度終わり、復旧・復興する観点から、児童生徒等の引き渡しや心のケア、調

査、報告について）
の大きく三つの段階で構成され、様々な事故等の場面に応じた対応のあり方や留意点等の基本的な内容を示している。

▪各学校においては、本手引を活用し、学校・地域の特性や実態に即した独自の危機管理マニュアルの作成・見直しが求め
られている。

学校の危機管理マニュアル

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第三部　危機管理・コンプライアンスグループ
上席コンサルタント　	 細

ほ そ い

井 彰
あ き と し

敏（左）

上席コンサルタント　	 人
ひ と み

見 健
け ん た

太（右）

いえる（次頁表１）。
しかしながら、
・法律上の義務である危機管理マニュアルをいまだ作成して

いない学校がある
・東日本大震災からの時間の経過により震災の記憶が風化し、

学校安全に関する取り組みの優先順位が低下する懸念がある
・すべての教職員が十分な知識や意識を備えて学校安全に

取り組んでいるとは言い難い
・安全取組の形骸化を防止するためには、外部の関係機関

等とも連携して、学校安全に関するＰＤＣＡサイクルを確立
し、危機管理マニュアルや安全対策等の実効性を継続的に
検証していく必要がある

・近年、スマートフォンやＳＮＳの普及など児童生徒等を取
り巻く環境の変化や学校を標的とした新たな危機事象（テ
ロ、弾道ミサイル発射等）も懸念されている
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学校の危機管理マニュアル

などの課題認識を踏まえ、同省は、過去に刊行した参考資料を
大幅に追記・改訂する形で、本手引を発行した。

２	本手引の構成
本手引は、危機管理を進める上で必要な対応を「事前の危機

管理」「個別の危機管理」「事後の危機管理」の大きく三つの段
階に分けて解説している。これは、同省が2012年に作成した「学

校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」で示した 
ものと同じ構成であり、マニュアルを作成するためのポイントの
みではなく、マニュアル作成後の教育・訓練、見直し・改善のポイ
ントなどを示し、その重要性を強調している。危機管理マニュア
ル作成・見直しの手順例は、以下のとおり（図１）。

各段階に記載されている項目の概要は次頁表２のとおり。
「個別の危機管理」では、近年の新たな危機事象として、弾道
ミサイル発射、犯罪予告・テロ、インターネット上の犯罪被害
への対応が追加されている。

　

【図１】危機管理マニュアル作成・見直しの手順例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：参考資料1）を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

【表１】学校安全の推進に関する計画に関わる取り組み状況について

（出典：参考資料4）5）より抜粋）

調査項目 2011年度 2015年度

危機管理マニュアルを策定している学校の割合 92.5％ 97.2％

危機管理マニュアルを策定している学校の内、定期的または必要に応じて、同マニュアル
の見直しを行った学校の割合 88.4％ 90.5％

学校安全計画を策定している学校の内、職員の研修等について盛り込んでいる学校の
割合 89.2％ 87.9％

地域安全委員会や学警連等、児童生徒等の安全確保を図るため、家庭や地域の関係機
関・団体との間で協力要請や情報交換を行うための会議を開催している学校の割合 76.3％ 87.3％

学校の施設が避難所になった場合の対応等について、自治体防災担当部局、地域住民
等との間にあらかじめ連携体制が図られている学校の割合 50.1％ 63.5％

学校安全計画や避難訓練等を外部有識者がチェック・助言する体制が整備されている学
校の割合 22.9％ 33.1％

危機管理マニュアル作成

訓練

評価改善

原案作成

協議・修正

見直し 周知

管理職、安全担当者中心に原案を作成

見直しを行う

明らかになった課題に対策を講じる

地域学校安全委員会等で協議

マニュアルを基に実際に訓練

成果や課題等を明らかにする

●学校・地域の特性や実態等を踏まえる
●想定される危険を明確にする
●自治体が作成した地域防災計画や国民
保護計画等との整合性に留意する
●校内会議等を活用して原案への意見聴取
を行うなど、全ての職員が関わるよう分担
して作業する

●教職員の人事異動に伴う学校環境の変化
●地域の道路状況、その他の環境の変化
●先進校の事例や社会情勢の変化等から
自校に不足している点

●学校だけで解決できない課題は教育委員
会・関係者に協力・支援を要請する

●自治体の担当部局や研究者等（大学等）
の専門家の協力を得る

●地域の関係行事等との調整を図る
●修正点について学校内で再度意見聴取

したのち、最終的に校長が自校の危機
管理マニュアルを決定・周知する

●全教職員で共通理解を図る

●目的を明確にし、異なる場面や時間を想
定した訓練が必要

●専門家から指導や助言を受ける
●訓練等を保護者や自治体と合同で行うこ

とは理解を得ることにもつながる

●全ての職員の意見や気付きを反映する
●児童生徒等や保護者、地域住民からの

フィードバックも重要

学
校

の
危

機
管

理
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ニ
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ル
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３ 各学校における危機管理マニュアル
作成のポイント

⑴学校を取り巻く危機の洗い出し、分析・評価

各学校においては、本手引を活用し、学校・地域の特性や実態
に即した独自の危機管理マニュアルの作成・見直しが求められ
ている。そのためには、まず各学校を取り巻く危機を洗い出し、
分析・評価し、どの危機に対するマニュアルを作成すべきかを検
討する必要がある。

危機の洗い出しは、学校の立地環境や規模、児童生徒等の年
齢や通学の状況などを踏まえて、漏れがないようにすることが
肝要である。危機の洗い出し漏れを防ぐためには、学校内の主
要な部署を巻き込んで洗い出しを実施することが必要である。
学内全体を巻き込んだ取り組みとすることで、マニュアルの作成
や対策の推進の局面で、他部署の協力を得ながら円滑に推進し
ていくことが期待できる。

洗い出した危機については、危機の影響度や発生頻度など
を基に分析・評価し、関連する部署の意向を加味しながら、
危機への対策実施の優先順位を検討する。その結果、対策
の優先順位が高い危機からマニュアル等の整備を進めるこ
とになるが、作成したマニュアルがほとんど活用されないとい
うことがないように、そもそも新たなマニュアルの作成が必
要か、どのようなマニュアルを作成すべきかなどについて、当
該危機に関する法令やガイドライン、学内の既存のマニュア
ル類や対策状況、他校の取り組み例などを踏まえて、慎重に
検討することが必要である。既に学内に定着しているマニュ
アルに追記する形での改訂や、対応をフローチャートなどで

簡潔にまとめた資料の方が危機発生時に参照されやすい場
合もある。

　

⑵危機管理基本対応マニュアルの作成

学校を取り巻くすべての危機に対して、個別のマニュアルを作
成することは困難である。そのため、具体的な対応手順を定めて
いない危機が発生した際にも、一定の対応を講じることができ
るように、危機全般への基本的な対応ルールを定めたマニュアル

（危機管理基本対応マニュアル）を整備することも有効である。
個別の危機対応マニュアルは、その下位文書として整理するこ
とで、危機管理に関する文書を体系的にまとめることができる。

危機管理基本対応マニュアルには、発生した危機情報が学校
のトップや警察・消防などの関係機関に迅速に報告・共有され
るルールを中心に、対策本部の設置基準や運営要領、基本的な
初動対応手順などを整理する。メディアをはじめとするステーク
ホルダーから情報開示を求められた際に、プレスリリースの作成
や記者会見の開催要領などの手順を整理した危機管理広報に
関するマニュアルを整備しておくことも推奨される。

　

⑶個別の危機対応マニュアルの作成

個別の危機対応マニュアルは、前述した危機管理の三つの段
階に応じて対応が必要な事項を、以下のように具体的に検討し
作成することが重要である。
・事前の危機管理

平常時に当該危機の対策を推進し、その進捗状況を
管理していく責任者や組織体制を明記し、マニュアルに 

【表２】本手引の主な構成（三つの危機対応の段階）とそれぞれに含まれる項目の概要

危機対応の段階 項目

事前の危機管理
（事故等の発生を予防する観点）

・学校全体で危機管理の取り組みを推進するための学校における体制
・家庭・地域・関係機関等、地域の住民やボランティア等との連携体制
・学校内施設設備や通学路などにおける危険個所の「抽出」「分析」「管理」
・危機管理マニュアルなどに基づく教職員への教育訓練、児童生徒等に対する安全教育　など

個別の危機管理
（事故等が発生した際に被害を最小限に 
抑える観点）

・事故等発生時の基本的な対応手順（危機共通）
・不審者侵入への対応（「学校の危機管理マニュアル〜子どもを犯罪から守るために〜」の改訂）
・交通事故への対応
・気象災害への対応
・地震・津波への対応（「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」の一部引用）
・新たな危機事象への対応（弾道ミサイル発射、犯罪予告・テロ、インターネット上の犯罪被害）
・幼稚園、特別支援学校、寄宿舎等における留意点　など

事後の危機管理
（緊急的な対応が一定程度終わり、復旧・ 
復興する観点）

・事後の対応（安否確認、児童生徒等の引き渡しと待機、教育活動の継続）
・心のケア
・調査・検証・報告・再発防止等　など

　（出典：参考資料1）を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）
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学校の危機管理マニュアル

基づく教育・訓練やマニュアルの見直し要領などを具体的
に整理しておく。

・個別の危機管理（事故等の発生時）
本手引に記載されている各個別危機の対応のポイント

などを参考に、自組織における対応手順や役割分担等を
具体的に取りまとめていく。

また、危機発生時の混乱している状況において有効活用
されるためには、対応手順をチェックリスト化するなど、単
純で分かりやすいマニュアルを志向する。

・事後の危機管理
原因究明や従来の安全対策の検証に加えて、児童生徒

等に対する心のケアや保護者等への説明、再発防止等の
取り組みに関する事項を必要に応じて整理しておく。

など

また、自治体が作成した地域防災計画や国民保護計画などと
の整合性に留意し、学内の有識者や学外の専門家などの協力を
得ながら作成していくことも重要である。さらに、校内会議等を 
活用して原案への意見聴取を行うなど、多くの教職員が関わる 
プロセスを組み込むことも推奨される。

４	 マニュアル整備と合わせて取り組むべき事項
⑴関係者への周知、研修・訓練

マニュアル作成後は、危機発生時に、マニュアルに基づいた実
効性の高い対応が期待できるように、教職員や関係者に対し、
マニュアルの内容を周知することが重要である。その際、学内の
ホームページに掲載したり、メール等で配布するだけでは十分
な効果は期待できない。多忙な中でも、関係者を集め、マニュア
ルの内容やそれぞれの役割・対応事項などを丁寧に説明するこ
とが、教職員に危機管理取り組みの重要性を理解させることに
もつながる。

また、マニュアルを周知しても、万が一危機が発生した際に 
滞りなく対応できるとは限らない。研修・訓練を実施し、マニュ
アルを参照しつつ、それぞれの役割に基づいた対応を事前にシ
ミュレーションさせておくことが肝要である。

研修・訓練の例としては、以下が考えられる。

・ToDo確認トレーニング
特定の危機シナリオに基づき、危機発生直後から学内の

誰がいつ・何を・どのように対応すればよいかを、グループ

ディスカッション形式で具体的に確認・検討するもの。
・ケーススタディトレーニング

実際に発生した事例を題材として、グループディスカッ
ション形式で問題点を洗い出し、改善点を検討するもの。

・対策立案トレーニング
特定の危機シナリオに基づき､危機発生時の対応を部

分的に机上で再現する訓練。段階的に提供される情報を
踏まえ､追加情報の収集､被害の拡大防止措置、原因究
明、対応策の検討などを行うもの。

・メディア対応トレーニング
特定の危機シナリオに基づいて、危機発生時の広報対

応に必要な各種ツール（ポジションペーパー注１）、Ｑ＆Ａな
ど）を作成し、模擬記者会見を実施するもの。

・リアルタイム・シミュレーショントレーニング
特定の危機シナリオに基づき､危機発生時の対応を総

合的に再現する訓練。段階的に提供される情報を踏まえ､
追加情報の収集､被害の拡大防止措置、原因究明、対応策
の検討・指示、模擬記者会見などを行うもの｡

など

研修・訓練は、学校だけで実施するのではなく、各地域の警察
署・消防署等と連携したり、専門家の知見を活用したりして、内
容・バリエーションの充実を図り、マンネリ化や形骸化を軽減す
ることも重要である。また、近隣の学校や地域住民と協力して訓
練を実施したり、児童生徒等の保護者や地域のボランティアな
どを巻き込んだ訓練とすることで、地域の関係者と危機管理対
応に関わる共通認識を醸成し、地域と連携した危機管理態勢を
構築することも可能となる。

　

⑵マニュアルの見直し・改善

作成したマニュアルは、定期的に見直しを実施し、より実効性
の高い内容へ改善していくことが不可欠である。前述した研修・
訓練などで得られた課題や参加者からの指摘事項、専門家など
の評価結果などを整理し、既存のマニュアルや対応策に適切に
反映していくことが考えられる。その他、マニュアルの見直し・改
善のポイントとしては、以下のようなものが挙げられる。
・組織の変更や人事異動等による役割分担の見直しの必要性

はないか
・施設・設備や通学路、児童生徒等の状況に変更はないか
・地域や関係機関との連携に変更はないか
・他校の事例や社会情勢の変化等から、自校に不足している項

目はないか
など
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参考文献・資料等

1）文部科学省「学校の危機管理マニュアル作成の手引」平成30年2月
28日

2) 文部科学省「学校の危機管理マニュアル〜子どもを犯罪から守るた
めに〜」平成19年11月

3) 文部科学省「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」 
平成24年3月

4) 文部科学省「学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」 
（平成23年度実績）

5) 文部科学省「学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」 
（平成27年度実績）

6) 文部科学省「学校事故対応に関する指針」平成28年3月
7) 文部科学省「第２次学校安全の推進に関する計画」平成29年3月24日

注）
　　　　　　
1）ポジションペーパー

組織の事案に対するスタンスなどを整理し、メディアに対して公表すること（ま
たは公表しないこと）を整理したもの

2）高裁判決
平成30年4月26日  仙台高裁  大川小津波訴訟判決

⑶ＰＤＣＡサイクルを意識した危機管理取り組みの
推進

学校を取り巻く安全上の課題は、時代や社会の変化に伴って
変わっていくものであり、従来想定されなかった新たな安全上
の課題の出現などに応じて、既存のマニュアルや対応策などを
柔軟に見直していく必要がある。

東日本大震災の津波で、小学校の児童が死亡・行方不明と
なった事例では、児童の遺族が、学校側を訴え、津波の襲来を
予見できたにもかかわらず対策を怠った学校側に損害賠償が
命じられた（高裁判決注２））。この事例を踏まえると各学校におい
ては、最新のハザードマップ等を改めて確認するなどの最新の
知見や動向を踏まえた対応も求められる。

そのため、各学校においては、マニュアルの作成に限らず、危
機管理全般の取り組みを、ＰＤＣＡサイクルを意識して推進して
いくことが求められる。つまり、

・学校を取り巻く危機の洗い出し、分析・評価
・各危機への必要な対応策（マニュアル作成を含む）の検討・

実施
・対応策の実効性を確保・検証するための教育・訓練の実施
・教育・訓練の結果を踏まえたマニュアルの見直し、対応策

の改善や危機管理態勢の改善
を継続的に繰り返していくことが肝要である。災害や不審者に
より児童生徒等が被害者となる痛ましい事件・事故が絶えない
が、本手引を活用し、学校における危機管理態勢を継続的に強
化・改善し続けることで、事件・事故の未然防止・被害軽減につ
ながることを期待したい。

以上

学校の危機管理マニュアル



要旨
▪2015年度調査では、介護離職者は「性別では女性、年代では40〜50代が圧倒的に多い」という特徴が確認できたが、

2017年度調査では、男性や他の年代の割合が増えてきており、「性別や年代を問わない」問題となってきている。
▪企業は、介護離職の事業への影響の大きさを認識しているものの、2015年度調査同様、「中長期的課題」と位置付けてい

る企業が大半である。
▪介護離職防止・低減の具体的な内容として、介護制度の整備を進めている企業の割合が着実に増加しており、仕事と介

護の両立を支援する「雰囲気づくり」は一定進んでいる。
▪一方、設計・整備した制度を具体的に「周知」する取り組みが不十分であり、2015年度調査時からほとんど進展していない。
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ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、「介護離職」をキーワード
に、企業における介護離職者の発生状況や離職防止・低減のた
めの取り組み・支援の実施状況について、2015年7月に第1回実
態調査を実施した。

その後、育児・介護休業法の改正（2017年1月施行）を受け、
「介護離職」にかかる関心や取り組みが前回より高まっている
ことを想定し、2017年8月に第2回目の実態調査を行った。

本稿では、本調査結果の概要等を紹介のうえ、企業における
今後の対応のポイントを整理する。

１	調査概要

（１）調査方法
郵送による発送・回収

（２）調査対象企業
12,566社（第１回調査対象先企業について、業種別に無
作為抽出した企業）

（３）回収数
777社

（４）調査項目
① 企業情報
② 介護離職の状況
③ 介護離職に伴う事業への影響
④ 仕事と介護の両立に関する職場の雰囲気
⑤ 介護に関する会社制度の整備状況
⑥ 介護費用に関する対応状況
⑦ 仕事と介護の両立に関する取り組み
⑧ 仕事と介護の両立に向けた課題
⑨ 各種情報提供、認定制度の認知度

（５）調査結果の入手方法
MS&ADインターリスク総研のHP
TOP＞選ばれる理由＞調査研究実績

（http://www.irric.co.jp/reason/research/）

〜第2回  仕事と介護の両立に関する
実態調査結果の報告をふまえて〜

介護離職ゼロに向けた
取り組みの進捗状況

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第四部  事業継続マネジメント第二グループ
福祉医療戦略ユニット
上席コンサルタント　　　　　 　　　　　 岡

お か も と

本 慎
し ん い ち

一

介護離職防止
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２	介護離職の現状
⑴介護離職者の発生状況

直近3年の間における介護離職者の発生状況を確認した（図
１）。全企業では7社に1社で介護離職者が発生していた。前回
調査では8社中1社であったため、微増しているものの傾向は変
わっていない。

⑵介護離職者の性別・年齢に変化

介護離職者の性別ごと内訳としては女性の方が多く、この傾
向は前回調査と同様である。しかし、前回調査での内訳は男性
31.5%、女性68.5%であったが、今回は男性43.4%、女性56.6%と

なり、男性の割合が増加し、性別ごとの内訳の差がなくなってき
ている（図２）。

また、年代ごとの内訳については、2017年は男女とも50代が
多い。一方、2015年は、男女とも40代、50代が特に多かった。今
回調査では年代ごとの差が少なくなった（図３）。

【図１】介護離職者の発生状況

【図２】介護離職者の発生状況・性別ごとの内訳比較

【2017年度調査結果】

【2015年度調査結果】

【図３】介護離職者の発生状況・年代ごとの内訳比較



RMFOCUS Vol.66 〈2018 Summer〉　18

介護離職防止

前回調査では「性別では女性、年代では40〜50代が多い」と
いう特徴が確認できたが、今回の調査では男性や他の年代の割
合が増えてきており、介護離職は性別や年代を問わない問題と
なってきている。

３	介護離職リスクの認識
中長期的課題と考える企業の割合が多く全体の6割以上を占

める。この傾向は前回調査と変わっていない。
一方、割合は低いが「優先的に取り組むべき課題」とする企業

が10.5%から20.8%と倍増し「優先度は高くない」とする企業の
割合は23.6%から14.3%に減少した。このことから、企業のリス
ク認識は確実に高まっているといえる（図４）。

これは、法改正の影響や性別や年代を問わず介護離職をする
従業員が発生している本調査結果から、企業として先延ばしで
きない課題であるとの意識が高まったことが理由ではないかと
推測できる。

４	仕事と介護の両立支援に関する取り組み
厚生労働省が2015年3月に作成した「企業における仕事と

介護の両立支援実践マニュアル」のなかで、企業が取り組むべ
きことを「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」と
して五つの項目をSTEP別に区分している。今回の調査も、前
回調査と同様に、「介護離職を予防するための両立支援対応
モデル」を基本的な考え方としてその項目に沿った形で実施し
た（図５）。

【図４】企業の取り組みの優先度

【図５】「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」
（厚生労働省「企業における仕事と介護の両立支援実施マニュアル」を基にＭＳ
＆ＡＤインターリスク総研作成）

STEP1  従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握
従業員に対するアンケート調査を行い、従業員が抱えて

いる介護の有無や自社の制度の認識状況、公的介護保険
制度等の理解状況について把握する
STEP2  制度設計・見直し
上記STEP1をふまえ、自社制度が従業員に周知できて

いるか、従業員のニーズに合致しているか等をチェックし、 
必要に応じて見直しを行う
STEP3  介護に直面する前の従業員への支援
従業員が介護に直面した際スムーズに対応できるよう 

情報提供等によって従業員への支援を行う
STEP4  介護に直面した従業員への支援
自社の両立支援制度や地域の介護サービス等の利用 

支援を行う
STEP5  働き方改革
支え合う職場の風土づくりと離職せず仕事に従事できる

環境の整備を行う

介
護

離
職

防
止
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⑴「制度設計・見直し」（STEP2）の整備状況は 
着実に進んでいる

育児・介護休業法で示されている「介護休業の期間・短時間
勤務・対象者・介護休業の分割取得」について、整備している企
業の割合が高い特徴がみられた。これらの項目については、前回
の調査と比較してみると、着実に実施割合が伸びており、企業
が仕事と介護の両立を支援する「雰囲気づくり」は一定進んで
いるものと考えられる。これは、2017年1月の育児・介護休業法
改正の影響が少なからずあると思われる（図６）。

⑵「介護に関するニーズ等の実態調査」（STEP1）
の実施把握は変わらず進んでいない

一方、前記「制度設計・見直し」（STEP2）の前提となる「従業
員の仕事と介護の両立に関する実態把握」（STEP1）について
は、実施している企業の割合は10%にも満たない結果となった

（次頁図７）。
前項（1）のとおり、法改正の影響もあり制度設計・見直しは進ん

でいるが、そもそもの入り口である実態把握が進んでおらず、ニー
ズ実態と制度設計が必ずしもマッチしていないことが推測される。

【図６】介護制度の整備状況の比較

【2017年度調査結果】（n=777）

介護休業の期間について、
法定以上の制度整備

短時間勤務について、
法定以上の制度整備

介護休業の対象者について、
法定以上の制度整備

介護休業の分割取得に
関する制度整備

フレックスタイム制度など、勤務時間への
配慮に関する制度整備

介護に関わる相談窓口の設置等

仕事と介護の両立に関わる
その他の制度整備

介護サービス等の割引等、
支援体制の整備

介護休業の期間について、
法定以上の制度整備

短時間勤務について、
法定以上の制度整備

介護休業の対象者について、
法定以上の制度整備

介護休業の分割取得に
関する制度整備

フレックスタイム制度など、勤務時間への
配慮に関する制度整備

介護に関わる相談窓口の設置等

仕事と介護の両立に関わる
その他の制度整備

介護サービス等の割引等、
支援体制の整備

【2015年度調査結果】（n=673）
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⑶制度設計・見直し後の支援（STEP3以降）は、 
その周知・支援準備が不十分

さらに、「制度設計・見直し」（STEP2）の後に具体的に取り組
むべき制度の周知や支援準備が不十分との結果となった。

たとえば、「仕事と介護の両立」に向け企業が支援するとい
う方針の周知を実施している企業は11%程度（図８）、「相談
窓口」を設置している企業の割合は15％程度にとどまっている

（図９）。
この傾向は前回調査と同様であり、企業として介護離職防

止・低減に向けた取り組みに積極的に関与していく姿勢を強く
示すまでには至っていないと思われる。

５	企業に求められる対応
　

今回の調査結果から、企業が従業員に対して仕事と介護の両
立に向けた方策や必要性を理解させる取り組みは道半ばであ
り、今後さらに推進をはかっていく必要があることがわかった。

何よりも、「介護離職ゼロに向けた取り組み」として整備・構築
した支援制度が活かされていないことが問題である。そこで、以
下の二つの対応を強く推奨する。

【図７】介護に関するニーズ等の実態調査を実施しているか（全体）

【図８】「仕事と介護の両立」を企業が支援するという方針の周知

【図９】介護に関わる相談窓口の設置等

介護離職防止
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⑴「従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握」
の推進

「介護離職を予防するための制度設計・見直し」（STEP2）を
行う前提として「従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握」

（STEP1）を適切に実施すべきである。
実態把握の具体的な方法には、①全社的なアンケートやヒア

リングの実施、②人事面談などを通じた上司による把握、③制
度利用者などの介護経験者を対象としたヒアリングなど、があ
る。これらの取り組みは、企業が従業員の仕事と介護の両立を
支援している姿勢を「見える化」することにつながるとともに、従
業員が介護について職場で話しやすくなるきっかけづくりにな
る。日ごろから「働き方に関して配慮が必要なときは、いつでも
相談に応じる」ことを上司は部下に伝え、介護について相談しや
すい職場の雰囲気をつくることが大切である。

⑵従業員に対する「仕事と介護の両立に関する企
業の支援制度の『周知』」の強化

設計・見直しをした介護離職を予防するための制度が十分に
機能するためには、「仕事と介護の両立に関する企業の支援制
度」（STEP3以降）を広く周知・浸透させていく必要がある。

具体的には、①社内イントラネットや社内報への情報掲載、 
②ハンドブック（リーフレット）の作成・配布、③ｅ−ラーニング

（Ｗｅｂテスト）の実施、など従業員に「見える化」したツールで
提供することが大切である。

また、研修やセミナーは、両立に関する情報を直接わかりやす
く伝えることができ、かつ、その場で疑問点についての質疑応答
もできるため、具体的な情報提供の場として開催する企業が増
えてきている。

さらに、社外講師を招聘したセミナーは、昨今のトレンドや他
社での取り組み状況を外部の人材を利用して従業員に説得力
をもって伝えることができるため、周知効果が高い。より一層効
果を高めるためには、従業員の実態を比較的把握しやすい人事
部などの社内部門、労働組合と社外講師が連携し企業特性に
合った内容で開催することが重要である。

なお、上記（１）（２）の取り組みを推進・強化するためのツール
（アンケート調査票、チェックリスト、リーフレット、社内研修用
テキストなど）は、「お役立ちツール」として厚生労働省ＨＰから
ダウンロードが可能であり、時間・コストをかけることなく利用
できるため活用を推奨する。

介護は誰にでも起こり得る、という認識を持つことは難しく、介
護はどこか「他人ごと」として捉えられていることが多い。そのた
め、事前の心構えや最低限の知識すら従業員に備わっていない。

企業が自社の状況や従業員の実態を適切に把握しニーズに
マッチした支援制度を整備するとともに、その制度を確実に周
知し従業員の介護に対する意識を変えていくことが必要であ
る。いざ家族が介護状態になった場合でも、会社が仕事と介護
の両立を支援してくれるとあらかじめ分かっていれば、安易に介
護離職を選ぶこともなくなり、貴重な人材の流出防止にもつな
がる。

これらの取り組みは従業員のモチベーション維持・向上にも
効果的であり、ひいては、レジリエントでサステナブルな社会の
実現につながると考える。

以上

参考文献・資料等

1）厚生労働省「企業における仕事と介護の両立支援実践マニュアル」
（2016年3月）

2) 厚生労働省「仕事と介護の両立支援のためのお役立ちツール」ダウン
ロード先
ホーム＞政策について＞分野別の政策一環＞雇用・労働＞雇用均等＞
仕事と介護の両立＞仕事と介護の両立支援
<http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_
roudou/koyoukintou/ryouritsu/model.html>（最終アクセス
2018年6月7日）

介護離職防止
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脳損傷患者への運転再開支援について
 〜代替評価法による患者負担の軽減可能性〜

１	脳損傷に悩む患者と運転に及ぼす影響
脳損傷者注1）と言うと、聞き慣れない方も多いかもしれない

が、全国には、脳損傷を負い、日常の行動が制限される等の悩み
を抱えている人が多くいる。

脳損傷の原因は、表１のとおり、疾患による内因性のものと外
傷性のものがあり、それらの原因は交通事故や転倒事故等の身
近なものも多く、誰もがなりえるものといえる。

厚生労働省の平成26年（2014）患者調査1）によれば、脳損
傷者の代表的な疾患である脳血管疾患の総患者数は全国で 

要旨
▪茨城県立医療大学付属病院では、脳損傷者の運転再開の判断に当たり、①神経心理学的検査等の机上検査、②運転シ

ミュレーターによる検査（事例に応じて③実車運転評価も実施）の結果から、運転再開の可否を判断している。
▪絶対的に患者の状況を判断できる机上検査が存在しないため、多くの病院で複数の机上検査を実施し、患者に負担が

かかっている現状がある。
▪今回、茨城県立医療大学付属病院において、実施時間が短く、運転を連想しやすいことが強みである危険予測訓練ア

プリ・セーフティトレーナー(P.26参照)を使用し、患者負担の軽減を目的とする研究を行った。その結果、セーフティトレー
ナーの実施結果と多数の机上検査の結果に相関が見られ、セーフティトレーナーが机上検査に代替する可能性が示され
たことから、患者負担の軽減が期待できるものとなった。

セーフティトレーナーの活用

117万9千人もいることが明らかになっており、悪性新生物や心
疾患と並び、同調査において主な傷病の一つに挙げられている。

脳損傷による影響は、上肢や下肢の運動麻痺などの身体障
害だけでなく、記憶力や注意力の低下などの行動または認知に

【聞き手】
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第二部 交通リスク第1グループ
主任コンサルタント　　　　　　　　渡

わ た な べ

辺 光
み つ ひ こ

彦

【お話をうかがった方】
茨城県立医療大学
　保健医療学部作業療法学科・准教授	 池

い け だ

田 恭
ゆ き は る

敏 氏（左）
　医科学センター（神経内科学）教授	 河

こ う の

野 豊
ゆ た か

 氏（中）
茨城県立医療大学付属病院
　リハビリテーション部 作業療法科 主任	 片

か た ね

根 大
だ い す け

輔 氏（右）

１ 内因性 脳血管障害、脳炎後、低酸素脳症など（各種疾患の後
遺症によるもの）

２ 外傷性 脳挫傷、びまん性軸索損傷など（交通事故などの外力
によるもの）

（茨城県立医療大学付属病院提供資料を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

【表１】脳損傷の原因
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関わる精神面の障害（いわゆる「高次脳機能障害注2）」を引き起
こすもの）にも及ぶ。それらの障害に伴って、各種免許が制限 
されることがあり、身近な免許の代表例が自動車の運転免許で
ある。障害ごとの運転に及ぼす影響については、身体障害では、
ハンドルノブなどの運転補助装置を用いて自動車運転の再開が
可能となる場合が多い一方、高次脳機能障害は外見からでは
判断しにくい障害であるため、注意や判断といった安全な運転
に必要な認知機能が保たれているかどうかの判断に悩む症例
をしばしば目にする（表２）。

道路交通法上、脳損傷者は、主として、自動車等の安全運転
に関して「認知、予測、判断または操作のいずれかに係る能力を
欠くこととなるおそれがある症状を呈する」場合に、運転免許が
制限されることとなる。運転免許の効力において、当該症状を呈
しているかどうかの最終判断は、各都道府県の公安委員会（実

務上は各都道府県警察の運転免許センター等）が決定している
ところであるが、本決定に際し、医師による診断結果が重要な
要素となっている。

脳損傷者となった場合に、医療現場ではどのように運転能力
を評価し、どのような流れで再開に至るのか、多くの脳損傷者の
運転再開に関する診断実績がある茨城県立医療大学及び同付
属病院に、その現状を聞いた。

２ 脳損傷者が運転を再開するまでの
現状と判断基準

Ｑ.まず、運転再開の診断に至るまでの過程と判断基準を教え
てください。

当院における運転評価の流れは、図１のとおりです。当院は他
院の紹介状のある脳損傷患者を対象に診療しています。運転再
開の評価は、医師と作業療法士で行います。作業療法士が初回
面接で、病歴や運転頻度等を確認した上で、原則、①神経心理
学的検査等の机上検査、②運転シミュレーターによる検査を実
施します。その結果と医学的所見から、医師が運転再開の可否
を総合的に診断します。

例外として、上記①と②の結果から判断し難い場合に限って、
実車運転を評価し、運転再開の判断をする場合もあります。

患者の運転評価に要する時間は、週に１回（1回当たり約2時間
の検査）の頻度で3〜4回来院頂き、合計6〜8時間の検査によっ
て評価します。

1
運転中に行うべき多様な安全確認ができない。特に複数の
注意を同時に確認できない。（信号と歩行者・信号と対向車な
ど）　注意障害

2 目的地を忘れる　　記憶障害他

3 視野が狭くなり信号や標識、歩行者を見落とす　視野障害

4 事故発生時の救護義務が果たせない　失語症

5 障害があることを本人が自覚できず慎重な運転が出来ない。
（病識が無い）

6 センターラインを越えたり、歩道に乗り上げたりする。並走す
るバイクや自転車に気づかない。（半側空間失認・無視）

【表２】高次脳機能障害が運転に及ぼす影響

（出典：参考文献2））

【図1】茨城県立医療大学付属病院における脳損傷患者への診断の流れ
（茨城県立医療大学付属病院提供資料を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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各検査における評価基準は以下のとおりです。

①神経心理学的検査等の机上検査
当院で実施している神経心理学的検査は図２のとおりです。

各机上検査における基準は、カットオフ注3）値・区分のあるもの
は当該値・区分を基準とし、カットオフ値・区分が無いものは平
均値±1.5標準偏差、あるいは25パーセンタイル注4)値を基準とし
て、運転再開の可否を判断する参考にしています。

②運転シミュレーターによる運転評価
運転シミュレーターによる運転評価は、1）運転装置の操作性

検査（運転操作機器が、適正な力、量で正しい操作が行なえる
かを検査）、2）各シミュレーションの運転検査（各危険場面のシ
ミュレーションにおける運転操作の流れを、確実に実行できる
かを総合的に検査）を実施しています。

上記1）、2）の評価基準は図３のとおりです。
2）の各危険場面のシミュレーションの運転検査は、実際の運

転より難しいので、当院では当該検査で良い運転ができれば実
際の運転においても問題がない可能性が非常に高いと考えて
います。

③実車運転評価
実車運転評価は、上記①、②の検査だけでは運転可否を診断

することが困難で、かつ、何らかの事情で運転を既に再開してし
まっている場合に限って実施します。患者の運転する車に同乗
したり、ドライブレコーダーの映像を確認することで、路上運転
での車間距離の確保や制限速度の遵守状況等を確認していま
す。患者の中には、上記①、②の検査では不安な結果が出てい
ましたが、同じ道路を同じ車両で20年間走り続けていることで、
運転技能が自動化されていて、実車運転評価では全く問題が無
かったという事例もありました。このような患者に対しては、普
段運転している道路以外は極力運転しないこと等の条件付きで
運転を再開可と診断した事例もあります。

３	運転再開の判断基準の妥当性

Ｑ.各検査結果を総合的に勘案して運転再開を判断するとい
うことですが、判断基準の妥当性について、どのようにお考
えでしょうか。

当院で運転を再開してもよいと診断した患者を対象にアン
ケートを実施し、運転再開した後の交通違反の違反率や交通
事故（人身・物損事故別）の事故率を調査しました（次頁図4）。
この結果、脳損傷者で運転を再開した患者の値は、一般のドラ
イバーの平均値よりすべて低い結果が得られました。このため、
当院の診断基準は、一定の妥当性があるものと考えています。

この他にも、アンケート結果では、有意義な結果が示されて
います。運転を再開可と診断した患者は、病前と比べて、運転
量を自主的に平均で7割程度に抑えていることがわかりました。 
これは、患者自身が病前と比べて運転に危険があることを自覚

【図3】運転装置の操作性検査およびシミュレーション検査の評価基準
（茨城県立医療大学付属病院提供資料を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図２】茨城県立医療大学付属病院が実施している神経心理学的検査等の机上検査
（茨城県立医療大学付属病院作成）
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しているため、補償行動が働いている結果であると考えます。
前述のとおり、当院の診断基準は、一定の妥当性があるもの

と考えますが、一方で、カットオフ値等により運転を再開不可と
診断した患者の中に、実車運転で詳細を確認した場合に問題
がないケースが含まれている可能性も否定はできません。現状
の診断基準とともに、今後も検証を重ねていく必要があると考
えます。

４	現状の課題

Ｑ.運転再開までの過程や運転再開後の患者における現状の
課題を教えてください。

当院の考える現状の課題を四つ挙げます。

課題1  初回面接時に患者から正直な回答をもらえない場合
があること

当院では初回面接を行い、運転環境や運転頻度等を確認して
います。多くの患者は病前の運転や再開後の運転について、正
直に答えてくれますが、中には、正直にすべてを答えてくれない
患者もいます。自分は、運転を極力しないことで、危険ではないこ
とを示す人もいます。これらをヒアリングする以外で確認するこ
とは困難です。この結果を基に、当該環境に限定して運転可とす
る等、総合的に判断しますので、初回面接でヒアリングする内容
は運転可否の診断にあたり、重要な要素となるのです。

課題2  運転シミュレーター酔いになる患者がいること

運転シミュレーター酔いになる患者が全体で2割弱いるこ
とが挙げられます。現状は、酔い止めの薬を服用頂いて、運転 

シミュレーターで検査しています。傾向として、脳損傷の程度が
軽い患者ほど脳に入ってくる情報量が多いためか、運転シミュ
レーター酔いとなる可能性が高く、運転再開が可能な人ほど運
転シミュレーター酔いになりやすいという問題があります。

課題3  病院によって診断基準が異なっていること 

規模の小さい病院ではコストや設置場所の問題から運転シ
ミュレーターの導入が難しく、机上検査の結果のみから判断し
ていることが多く、どの机上検査を使用しているのかも病院毎に
異なっていますので、診断基準が異なっているのが現状です。患
者の中には、あの病院で運転再開不可と診断されたから診断基
準の緩いと言われる別の病院で診察してもらおうと考えている
方も見られます。今後は、簡易に実施可能で、結果の信頼性も高
い統一した検査方法等による基準を整える必要があると考えま
す。当院では、机上検査や運転シミュレーター、そして、実車運転
評価を通じて、患者の状況を細かく診ています。他院で、机上検
査のみをもって運転再開不可と診断された方も、当院では、運
転シミュレーターや実車運転評価を併せて、細かく診ていくこと
で、問題がないと診断する場合もあるかもしれません。

課題4  神経心理学的検査等の机上検査で実施する種類が多
く、患者負担が大きいこと

患者の状態を正確に測ることができる絶対的な机上検査は
今のところありません。複数の机上検査（前頁図２）を実施する
ことで、結果の信頼性を高めているのが現状です。机上検査は
基本的に言語や図形、数字を主として用いた検査で運転を連想
させるものは少なく、一つの机上検査を実施するのにも大変な
集中力を必要とします。また、内容が重複することも多くありま
す。患者の負担という点からみても、複数の机上検査を実施する
ことが望ましいとは言えません。

※本実態調査の調査時期は2013年11月
【図４】脳血管障害者への運転再開後の実態調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　 （茨城県立医療大学付属病院作成）
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５ セーフティトレーナーと机上検査の
相関に関する研究概要と今後の展開

Ｑ.セーフティトレーナーが机上検査に代替できるかどうかを
研究されたとのことですが、この研究内容・結果を教えてく
ださい。

現在行っている神経心理学的検査等の机上検査は、運転を
連想させる検査が少なく、また、多大な時間を要し、内容の重複
から患者に負担がかかっている現状があることは先にお話した
とおりですが、こうした現状を改善するため、セーフティトレー
ナーが神経心理学的検査等の机上検査に代替できるかどうか
を検証しました（参考資料3））。セーフティトレーナーは実施時
間が約40分で、机上検査に比べて短時間での評価が可能で、内
容も実際の運転映像を使用していますので、運転を連想させや
すい作りになっています。このような点で患者の心理的負担が 
少ないと考えます。

今回行った実験の方法は、対象者は健常者群8名、脳損傷者
群13名で、群間比較として、健常者群と脳損傷者群のセーフティ
トレーナーの実施結果に有意差が見られるか統計検定を実施
しました。また、検査間比較として、脳損傷者群のセーフティト
レーナーの実施結果と机上検査結果に相関が見られるか統計
検定を実施しました（図５）。

その結果、次頁図６、図7のとおり、群間比較では有意差が見
られ、検査間比較では、セーフティトレーナーの実施結果が、多
くの机上検査の結果と相関が見られる結果が出ました。この結
果から、セーフティトレーナーが脳損傷者の自動車運転評価に
おいて、神経心理学的検査等の机上検査の代替評価法となる
可能性が示されたと言えます。

【図５】セーフティトレーナーと机上検査結果の相関関係に係る研究内容・結果
（参考資料3）を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

セーフティトレーナーの活用

セーフティトレーナーは、MS&ADインターリスク総研が提供する交通事故防止を目的と
するスマートデバイス(タブレット・スマートフォン端末)用の危険予測訓練アプリです。
トレーニングを開始すると、運転中の交通場面が表示されるので、一定時間内に注意すべ
き箇所をタッチすることで直感的なトレーニングを行うことができるツールです。
ドライブレコーダー映像を基に制作した、多数の危険な交通場面(シナリオ)からトレーニン
グを行うことが可能です。(トレーニングするシナリオはサーバーからの配信により入れ替
えが可能です。)

特 徴
1.(一定時間内による)直感的なトレーニングが可能
2．様々な危険な交通場面から構成されるシナリオによるトレーニングが可能
3．スマートデバイスを使用しているため、時間や場所にとらわれることなくトレーニン

グが可能

詳しくはセーフティトレーナー専用HP（https://www.safetytrainer.jp/）をご覧ください。
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【図7】セーフティトレーナー（平均正解率・タッチ時間）と机上検査の検査間比較 （出典：参考資料3））

セーフティトレーナー平均正解率と
神経心理学的検査

セーフティトレーナー平均タッチ時間と
神経心理学的検査

【図６】健常者群・脳損傷者群におけるセーフティトレーナー（平均正解率・タッチ時間）の群間比較

（平均正解率の群間比較） （平均タッチ時間の群間比較）
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Ｑ.この研究結果を受けて、今後はどのような展開をお考えで
しょうか。

セーフティトレーナーが机上検査の代替評価法として確立さ
れれば、容易に実施でき、運転を連想させる作りとなっていま
すので、一層の患者負担の軽減につながるものと考えます。代
替評価法として確立するために実施データを多く採取する等、 
今後もこの研究を続けていきたいと思います。

また、セーフティトレーナーの実施結果が、運転シミュレー
ターの実施結果と相関関係があるのかについても研究したい
と考えています。コストや設置場所の問題から、運転シミュレー
ターを導入している病院は少ないのが現状ですので、セーフティ
トレーナーに代替できれば、様々な病院でも導入が可能ですの
で、評価を行える場所が増えることにつながります。

現状の運転シミュレーターの問題点は、シミュレーションす
る交通場面（シナリオ）の入れ替えが困難ですので、リハビリメ
ニューとしての活用は難しいのですが、セーフティトレーナーは
インターネットに繋がっていればサーバーから各種シナリオを
ダウンロードして入れ替えることができますので、検査ツールと
しての活用以外に、リハビリツールとしての活用も可能であり、
有用なツールであると考えています。

そして、当院では運転再開の可否を総合的に判断するにあ
たって、70歳代のデータを一つの基準として勘案していますが、
各年齢層におけるセーフティトレーナーの実施データを多く採
取することで、スクリーニング検査としての評価値を確立したい
と考えています。こうした値は、脳損傷者だけでなく、地域高齢
者の運転に関する判断基準にもなりえるものと考えます。

以上

（このインタビューは2018年4月27日に行われたものです。）
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pdf＞(最終アクセス2018年5月14日)
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注）
　　　　　　
1）脳損傷者

何らかの原因により脳の一部に器質的な変化が生じ、それにより障害を有して
いる者

2）高次脳機能障害
大脳の器質的病因（脳損傷）に伴い、失語・失行・失認に代表される比較的局在
の明確な大脳の巣症状、注意障害や記憶障害などの欠落症状、判断・問題解決
能力の障害、社会的行動障害や情動障害などを呈する状態像(三村將「高次脳
機能障害」『臨床精神医学』35巻、12号、2006年、1726頁)

3）カットオフ
正常とみなされる範囲を区切る値

4）パーセンタイル
小さい方から順に並べて小さい方から何%目に当たるかを示す値

セーフティトレーナーの活用
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RIMS年次総会

リスクマネジメント協会（RIMS）
2018年次総会報告

１	 RIMS年次総会の概要
2018年のリスクマネジメント協会（RIMS：Risk  and 

Insurance Management Society, Inc.）年次総会が4月15日
〜18日、米国・テキサス州サンアントニオにて開催された。

年次総会が開かれたヘンリーＢゴンザレス・コンベンション
センター（図1）は、サンアントニオ市の中心に位置する。同市は 
米国で７番目に人口が多く、テキサス独立戦争の戦跡であるアラ
モ砦や街中を流れる川に沿ったリバーウォークがあり、年間約
3,400万人の観光客が訪れる観光地である。

RIMS年次総会には、企業のリスク全般を統括するリスクマネ
ジャーや、リスクコンサルタント、保険会社や保険ブローカーの社
員など幅広い業種の参加者に加え、リスクマネジメントに関心の
ある学生も参加している。今年度は70カ国から1万人を超える参
加者が集まった。年次総会は、セッションおよび展示会にて最新
の知見を得る場であるとともに、リスクマネジャーと保険ブロー
カーとの情報交換を行う場でもある。

RIMS年次総会は、オープニングイベント、展示会およびセッ
ションで構成されている。本稿では2018年次総会への参加者の
視点から、世界のリスクマネジメントに関する最新動向について
報告する。

要旨
▪2018年のRIMS年次総会が米国・テキサス州サンアントニオにて開催された。年次総会は、セッションや展示会にてリスク

マネジメントに関する最新動向の情報を得る場であるとともに、企業のリスクマネジャーと保険ブローカーとが直接情報
交換を行う場でもある。

▪多くのセッションでサイバーリスクについて触れられており、米国においては、当該リスクへの関心が最も高いと感じた。
▪米国では近年、気候変動によって大規模な自然災害が発生しており、今後は米国の自然災害リスクに対する意識がます

ます高まっていくと考える。

２	オープニングイベント
開催にあたって、朝食会を兼ねたオープニングイベントでは基

調講演が催された（次頁図２）。筆者のテーブルには学生が多
く、テキサス州から来ている学生が多かったが、中にはカリフォ
ルニア州から来ていた学生もいた。リスクマネジメントまたは
保険を専攻している学生もいて、多くの参加者が参加の動機に 
ついて話していた。

"Because I said I would"活動の創立者であるAlex Sheen
氏が、彼が今まで行ってきた活動について基調講演を行った。 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクマネジメント第一部  リスクエンジニアリンググループ
上席コンサルタント　　　　　 　　　　　 竹

た け な か

中 路
み ち お

郎

【図１】ヘンリーＢゴンザレス・コンベンションセンターの外観
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順位 カテゴリー 出展者数
（昨年）

1 Worker's Compensation 91(96）
2 Risk/Loss Control/Safety Services 66(68)
3 Claims Services-Property/Casualty 56(56)
4 Consultants-Risk Management 49(51)
5 Computer Software-Risk Management 45(46)
6 Other/Misc.Risk Management Related Services 35(46)
7 Insurers-Property/Casualty 43(35)
8 Insurers/Excess/Surplus/Specialty Lines/Reinsurance 33(32)
9 Litigation/Legal Services 32(31)
10 Self-Insured services 24(30)

彼は父親の死をきっかけに"Because I said I would"と記載さ
れた"promise cards"を希望者に無償で送付し、約束を守るこ
との大切さを思い出させ、努力することで人間性を高める活動を
続けている。講演では「約束を守るということは当たり前のことで
あるが難しく、時に孤独を感じることもある。約束を守るために
は、最初に目的をしっかりと抱き、誰かにコミットし、共有すること
が重要である。」という言葉が印象的だった。

３	展示会
会場では、リスクに関する各種サービスや商品の展示会が開

催された（図３）。保険会社、保険ブローカーのほか、監査法人、コ
ンサルティング会社、各種リスク関連サービス会社など330を超
える企業・団体が出展していた。自社の安全靴、AEDなどの製品
およびパンフレットの展示とともに、文房具、マスコット、菓子や
コーヒーなどの無償提供を行うブースもあった。

さらに、ゴルフの打ちっぱなし、ダーツやゲームコーナーを設置
し、獲得点に応じて景品を提供するブースもあり、各社が自社の
知名度の向上およびサービスの売り込みに努めていた。また、会

場内には参加者同士の交流やイベントを行う特設ステージのほ
か飲食会場も設けられており、リラックスした雰囲気で情報交換
がなされていた。

展示会への出展者をカテゴリー別に集計し、数の多い順にトッ
プ10までを表１に示した。労災補償関連サービス（Worker's 
Compensation）が最も多くなっているなど、例年とほぼ同じ内
容のものが上位を占める結果となったのは、労災保険や医療保
険の多くが民営である米国の事情を反映しているといえる。

４	セッション
各セッション会場では、リスクマネジメントに関する様々なテー

マについて、専門家による講演やディスカッションが行われた（図
４）。約170のセッションはそれぞれ20分〜90分で構成され、終盤
には質疑応答の時間が確保されている。今年は、サイバーリスク
などの新しいリスクにスポットを当てたイノベーションハブでの短
時間セッションが設けられた。

各セッションのテーマは、自然災害、気候変動、サイバー攻撃
など多岐にわたっていた。近年のリスクトレンドを示す2018年 

【図２】オープニングイベントの様子 【図３】展示会の様子

RIMS年次総会

【図４】セッションの様子

【表１】展示会への出展者数−カテゴリー別集計結果（上位10カテゴリー）

（出典：プログラムを基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研にて集計、出展者は一部重複）
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次

総
会



31　RMFOCUS Vol.66 〈2018 Summer〉

1月の世界経済フォーラム（ダボス会議）で発表されたリスクマッ
プにおいて、これらのテーマはいずれも影響（Impact）および 
可能性（Likelihood）ともに大きいリスクとして示されている。特
にサイバーリスクに関するセッションの数は15と多く、さらに自動
運転車への保険付保など他のセッションでも触れられていたこと
から、今年の年次総会においてはサイバーリスクが最も関心の高
いリスクであると感じた。筆者は災害リスクを専門としており、災
害リスク分野と関連性の高い気候変動やサイバーおよび自動運
転に関するセッションを中心に受講したので、その内容を一部紹
介する。

⑴気候変動

米国での自然災害といえば、ハリケーンおよびトルネードが脅
威である。2017年にはHarveyおよびIrmaといったハリケーンに
よる大きな被害が発生した。温暖化が進み、被害額がUSD10億
を超える自然災害が増加している。気候変動により増大する自
然災害に対しハード面の対策を行うとともに、代替生産可能な
体制とすることにより復元力(Resiliency)を確保することが重
要である。

　

2017年9月、フロリダ州ジャクソンビル市にある聖ビンセント病
院は、ハリケーンIrmaの被害を受けた。しかし、過去のハリケーン
で被害を受けた経験から、緊急時計画を事前に策定し、緊急対
応センターを設置する等の対策をとり、停電を回避、患者のケア
を続けることができた。

ハリケーンによる一時的な風災対策としては、窓にシャッター
をつける、屋根を固定する等の方法がある。洪水対策としては、
入口に土嚢を積む、止水板を使用する、防水シートで覆う、設備
および貴重品を上層に移設する、非常用発電機、燃料および非
常用物資を用意する等の方法がある。恒久的な対策としては、堤
防を設ける、設備を嵩上げする、ハザードがある地域には建設し
ない、ハザードがある地域に建て替えを行わない、建築基準を守
る、河川から離れた場所に建設する、駐車場や湿地などの空地を
設ける、複数階層の建物にする等の方法がある。

日本では当たり前と思える対策も多いが、リスクマネジャーを
含む聴講者は熱心に耳を傾け、質問していたのが印象的であっ

た。現状、自然災害リスクに対しては米国より日本の意識が高い
と感じた。しかし、ハリケーンHarveyおよびIrmaの損害を受け、
今後は自然災害リスクに対する意識がますます高まっていくと 
考える。　　　　

また、聖ビンセント病院の事例は、ハリケーンMatthewによ
る被害が起こった後にしっかりと対策を講じていたために、ハリ
ケーンIrmaの被害が抑えられた事例である。日本では被害が再
び発生した、またはハザードマップ等で被害が想定されていても
費用対効果を考慮して対策を行わないという事例もあるが、米国
においてコストをかけてしっかり対策を行い、被害を抑えられた
事例があるということが印象的であった。

⑵ロボット（AI、IOT）とリスクマネジメント　　　　　
　

近年、AIやIoTなどの技術が発達している。グーグルが開発した
DeepMind AIは、人類が1,500年かけて積み上げてきたチェスの
知識をわずか4時間でマスターし、今までチェスの達人が思いつ
かなかった新しい手を考え出した。また、McKinseyグループは
286,000人の弁護士および70,000人のパラリーガル（弁護士アシ
スタント）が職を失う可能性があり、金融、保険の50％の業務およ
び住宅ローン申請手続きの90％がプログラムによって代替され
る可能性があると見積もっている。さらに、2016年時点で、北米で
は3,100万戸のスマートハウスが存在しており、2021年までに北米
とヨーロッパ合計で1.5億戸を超えると予測されている。

一方でリスクも増大している。2016年にインターネット上で製
造されたコンピュータプログラムのうち、サーチエンジンや監視
プログラムなどの善良なプログラムよりも、マルウェア注1）などの
悪意を持ったプログラムの数が上回った。

リスクのある事象はかつてないほど頻繁に発生しており、損失
が発生する事象は飛躍的に増大している（表３）。毎年400億個
を超えるCPUが生産されているが、万一、欠陥があるように設計
され、修正パッチでは対応不可でリコールが必要となった場合、
想像もつかないような損害となる可能性がある。このように、リス
クマネジャーとしては予期せぬリスクに備える必要があるが、同
じ業界で発生した過去の被害から対策を行うのでは遅くなる可
能性がある。他の業界で発生した被害から自社におけるリスクを
予測し、予防的な対策を行い、試行錯誤を繰り返すことが重要
である。

年 災害
2010 ナッシュビル洪水
2011 テキサスの山火事
2012 ニューヨーク洪水（ハリケーンSandy）
2014 ミシガン州からフロリダ州での大寒波
2014 ペンサコーラ（フロリダ州）での洪水
2016 ハリケーンMatthew
2017 ハリケーンHarvey
2017 ハリケーンIrma

【表２】米国における近年の主な大規模災害

（出典：セッションの資料を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研にて作成）

【表３】マルウェアによる事象と被害

（出典：セッションの資料を基にＭＤ＆ＡＤインターリスク総研にて作成）

年 災害

2015
Date Breach Investigations Reportによる
と、毎秒5回のマルウェアによる事象が発生して
いる

2016 ランサムウェアによって、USD15億の損害が発生し
たと推定されている

2017
WannaCryランサムウェアは20万台を超えるコン
ピュータに影響を与え、損害額はUSD40億を超える
と予測されている
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⑶自動運転車への保険付保

乗り物のオートメーション化という概念は新しいものではな
く、オートマチック化、車線逸脱防止、自動駐車と、徐々に発展し
てきた。GM社は2019年、フォード社は2021年までに自動運転車
を開発すると発表している。

米国では、自動車事故の94％はヒューマンエラーが原因であ
り、自動運転車の普及によって事故が減少し、運転者の責任が
メーカーに移行するため、自動車保険の第三者賠償の重要性は
低下するとの論調もある。一方で、メーカーにとっては、PLリスク、
サイバーリスク（計器類がコンピュータ制御されているため）、風
評リスクおよび規制上のリスクが増加すると考えられている。

その場合、PL保険の保険料は増大することが予想される。一方
で、自動車保険は、事故頻度や重大被害の減少などにより保険料
が減少する可能性があるものの、高額部品の使用による修理費
単価の増大や部品の標準化・共通化による修理費単価の抑制な
ど様々な要因についても留意する必要がある。

　
⑷サイバーリスクによる物的損害と保険による解決策

2008年、トルコのBTCパイプラインで爆発事故が発生した。何
者かが監視カメラからネットワークに侵入し、システムのコント
ロールを奪い攻撃するウイルスをシステム内に放ち、セーフティシ
ステムを遮断、原油の圧力を高めて爆発させた可能性があった。
この爆発により3万バレルの原油が流出し、パイプラインは3週間
停止した。

2014年、ドイツの鉄工所がサイバー攻撃を受け、溶鉱炉の制御
システムが誤作動し、炉が閉まらず熱した溶鋼が周囲に漏洩し大
規模な被害が発生した。

これらは主に工場での損害であるが、コンピュータで制御されて
いるスマートビルディングの場合、サイバー攻撃によってエレベー
ターや出入口のシャッターが開かず閉じ込められたり、冷暖房機能
の停止、セキュリティ機能の無効化などによる損害が想定される。

米国では、サイバー攻撃による物的損害に対しては、すでに付
保されていると考えられる火災保険、PL保険などのカバーを拡大
して補償するという方法も検討できる。

⑸サイバー時代の風評（レピュテーション）リスク

風評（レピュテーション）リスクとは、企業に対する否定的な評
価や評判が広まることによって、企業の信用やブランド価値が低
下し、損失を被る危険度をいう。風評リスクは、経営陣の誤った判
断に起因するもの、製造工程におけるオペレーションミスに起因
するもの、重要な規制の変化に起因するものなどに分類される。
EisnerAmper社が実施した、「金融リスク以外で会社役員が最も
関心のあるリスクは？」という調査では、コンプライアンス、事業継
承、ITリスクなどを抑えて、風評リスクが1位となっており、企業の関
心の高いテーマである。一般的に保険では風評リスクによる損害
はカバーされない。仮に保険でカバーされたとしても、保険は損害

の回復には有用であるが、失った評判を取り戻せるわけではない。
事件が起こった後の初動対応が明暗を分ける。すぐに適切な

初動対応および情報開示を行い、責任を明確化して再発防止に
努めた場合には被害を最小限に抑えることができる。初動対応
が遅れ、十分な情報開示をせず、責任転嫁を行うなどの誤った対
応を行った場合、被害が大きくなる。事件の大きさを表す指標と
して、株価に与える影響であるバリューリアクションという考え
方があるが、初動対応のまずさも影響し、事件によって株価が約
90％下落した企業もある。

このセッションにおいては、風評リスクに限定した対策ではな
く一般的なリスクマネジメントの問題点と対策を示していた。 
リスクマネジメントはしばしばコンプライアンスの問題として扱わ
れ、法令を含めたルールの遵守ということになりがちである。しか
し、ルールの遵守だけでは予測のつかないリスクには対応できな
い。偶然の出来事への対処能力を過信して楽観的になるのでは
なく、失敗した場合の影響を想定することが重要である。具体的
な対策としては、重要な決定を行う際には、その部門から独立し
た専門家がチェックするなど、失敗した場合の影響を客観的に想
定できる組織とすることが考えられる。

５ 2018年次総会における所感と
2019年次総会について

2018年のRIMS年次総会においては、予期せぬ出来事に対す
る回復力という意味で、レジリエンス／レジリエンシーという言
葉が頻繁に使用されており、定着していると感じた。例えば、セッ
ションでは「サイバーレジリエンシー」、「自然災害に対するレジリ
エンシープラン」などと使用されており、展示会では米国の保険
会社であるFM Global社が、レジリエンスは選択肢であり、レジ
リエンスを創造することが成功につながるという趣旨の動画を放
映していた。

また、米国においてはサイバーリスクが最も関心の高いリスク
であると感じた。サイバー攻撃の巧妙化・複雑化およびIT技術の
浸透により、今後は日本でもますますサイバーリスクに対する関
心が高まっていくと考える。

2019年のRIMS年次総会は、4月28日から5月1日の間で、米国
マサチューセッツ州ボストンで開催される。リスクマネジメントに
関する最新の動向や各国の保険ブローカー、企業のリスクマネ
ジャーの方々との交流に関心をお持ちの方は、ぜひ一度参加を
ご検討いただくことをお勧めする。

以上

RIMS年次総会

注）
　　　　　　
1)マルウェア 

不正かつ有害に動作させる意図で作成された悪意のあるソフトウェアや悪質な
コードの総称で、コンピュータウイルスやワームなどがある

RIM
S

年
次

総
会
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要旨
▪米トランプ大統領が「米国第一」のもと保護貿易傾向を強め、世界経済のリスクを高めているといわれている。
▪実際には米国の動きは過去にみられた現象と共通点が多く、国内政治・安全保障問題等その背景を観察すれば、現在

は想定可能な範囲にとどまっている。
▪しかし景気後退局面入りした場合、保護貿易主義への誘因にあらためて留意すべきであり、金融市場のリスク急拡大

を考慮する必要が高まる。
▪中長期的に重要な懸念は、ＩＴ分野の技術覇権をめざす、またはそれを阻止しようとする各国の主張が健全な合意に達

しないことである。

通商摩擦がもたらす
リスクの考察

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
基礎研究本部  主管上席研究員

中
な か が わ

川 淳
じ ゅ ん

通商政策の背景と技術覇権をめざす動き

基礎研究
レポート

新
シリーズ

最近の通商摩擦の動向1

⑴米国トランプ政権の動き

ここのところ米トランプ政権が「米国第一（America First）」
主義のもと、通商政策を自国に有利なものへ変更すべく動いて
いる。その内容は、米国の経済力・軍事力の優位を背景に、他国
との交渉によって貿易収支の赤字を削減し、自国の産業振興・
雇用増大をはかるものである。具体的には以下のものが特に 
日本にとって影響が大きい（表１）。

その他に、ＮＡＦＴＡ（North American Free Trade 
Agreement、北米自由貿易協定）の見直し、米韓ＦＴＡの再交
渉も日本への間接的影響が大きい。一般にそれらは保護貿易
主義的であると考えられており、その結果生じる通商摩擦が世
界経済にネガティブな影響を与えるのではないかとの懸念が
強まっている。

⑵日本および各国の反応

現在のところ主要各国は米国の動きに対しどう反応して
いるのであろうか。日本はＴＰＰからの米国離脱に対し通称 

【表１】トランプ政権による保護貿易主義的な動き

（各種資料を基にMS&ADインターリスク総研作成）

内容 影響

TPP注1）からの米国離脱 過半を占めた米国の離脱でＴＰＰ参加国合計の経済規模が当初の約６割減となる。一方で米国の利
害を考慮する必要がないプラス側面もある。

鉄鋼とアルミニウムの米国への輸入
制限（追加関税）

米通商拡大法232条に基づき安全保障を理由に発動、今後も同様の理由で追加的措置が取られる
可能性がある。（同盟国の日本も現在対象国）

中国からの輸入品に高率関税を課
す制裁（知的財産権侵害）

米中の経済規模は大きい。かつ日本が部品を中国に輸出、中国がそれを加工し米国に輸出するサプ
ライチェーンが完成しており、波及効果も大きい。
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「ＴＰＰ１１」の推進、さらには参加国追加検討によって広域ＦＴ
Ａへの動きを維持している（広域ＦＴＡは後述）。2国間交渉に
よる日米ＦＴＡには否定的で、ＴＰＰに復帰すれば同様のメリッ
トを米国は得られると説得している。Ｇ７、Ｇ２０等の国際会議で
日本は欧州・中国といった米国以外の国とともに自由貿易の
メリット主張に注力している。その他、日欧ＥＰＡ（Economic 
Partnership Agreement）を推進、中国とも広域ＦＴＡ締結
について交渉再開にむかっている。

米国の最大の標的である中国は、報復を用意しつつも、現実
的な交渉を目指している。欧州は中国・日本と共同で米国の動
きを押しとどめようとしている。一方で韓国は既に米国の要求
を一部受け入れ、北朝鮮問題に注力することを選択した。世界
中がそれぞれの利害と限られた対抗手段を検討しつつも、米国
の動きに不安を覚え、リスクを意識している。

そこで本稿では、現在の米国の動きはどう位置付けることが
できるか、そしてその動きの背景はいかなるものかを確認し、そ
のリスクを検討する。また、現在生じている中長期的な技術覇
権の動きの中で通商政策を考えていきたい。

　

通商摩擦の背景2

⑴通商政策の基本的考え方

現在の通商政策論議を理解するうえで、自由貿易主義が正し
く、保護貿易主義は問題だとされている根拠を確認する。一般
に自由貿易主義は伝統的経済学で推奨されている。Ｄ・リカー
ドの「比較優位」の考え方から導かれる結論であり、各国が相対
的得意分野に特化することが全体にプラスという理論である。

ただ理論には前提があり、前提を変更すれば他の結論もあり
得る。たとえば、長期的な産業振興には保護貿易主義が必要と
の考えは異なる前提の下では十分成立する。したがって、情報
技術（ＩＴ）といった成長産業育成等の目的のためには保護貿
易主義的な手段も排除すべきでないとの主張もある。

⑵世界の貿易構造の概略

それにしてもなぜ米国は貿易赤字削減をめざしているのか。
世界の貿易構造を見ると米国の特殊な立場がよくわかる。たと
えば、主要国の貿易収支を含む経常収支注２）を俯瞰（ふかん）す
ると、経済規模2位以下の中国、日本、ドイツの黒字が目につく
とともに、経済規模1位の米国の巨額な赤字がそれら3国の黒
字とほぼ連動しているように見える（図１）。

経常収支の中で多くを占めるモノの貿易収支に注目すると、
米国の赤字の約半分が対中国のものであり、その他にメキシ
コ、日本がそれぞれ約1割程度を占める。中国の台頭を意識す
るならばその貿易収支の赤字に着目するのは当然という面も確
かにある。

一方で米国はドルという基軸通貨を持つため、その赤字をド
ルの発行で賄うことができる立場にある。世界から多くのモノ
を輸入し消費を享受できる点は米国が持つ強みであり、それで
世界は均衡しているのが実態である。

⑶通商政策と国内事情

現実には、米国は前述の均衡の修正を試みており、その理
由の多くは米国の国内事情にある。トランプ大統領は選挙の
時、雇用問題を取り上げ、米国の製造業衰退の原因と考える
海外（特に中国）との不公正貿易修正を公約に掲げていた。 
大統領支持率は、共和党支持者に限れば安定しており、その背

【図１】主要国の経常収支推移（2000年–）
（IMF World Economic Outlook Database, April 2018を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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景には繁栄から取り残された白人中間層の固い支持がある。米
国の失業率は現在極めて低いが、格差問題もからみ雇用は関
心事となりやすい。そして雇用重視を短絡的に考えれば保護貿
易主義に傾きがちである。時期的にも米国の中間選挙は本年
11月で、トランプ大統領はそれまでに成果を出したいという事
情がある。ただし、米国内の利害関係は単純ではない。たとえば
米国の農業関係者は輸出拡大を求めており、トランプ大統領は
保護貿易による農産物輸出へのマイナス影響も考慮する必要
がある。

通商政策は海外との関係を構築するものだが、実際は国内
政治と強く連動している。それは日本も例外でなく、たとえば農
業団体の政治力は無視できない。すなわち、国内事情を政治
家は配慮せざるを得ないのであり、その点でトランプ大統領の
とっている行動はそれほど特殊なものではないといえる。もちろ
ん世界最強の経済力・軍事力を持つ米国がそれでよいのだろう
かとの疑問はある。

　
⑷過去の通商摩擦

世界が通商摩擦の激化を懸念するのには根拠がある。おそら
く最大のものは戦前の世界恐慌下におけるブロック経済化（排
他的経済圏の形成）の動きが世界大戦へとつながった歴史へ
の反省であろう。世界は第二次大戦後、二度と保護貿易主義が
まん延することがないようＧＡＴＴ（関税と貿易に関する一般協
定）を発効、その後のＷＴＯ（世界貿易機関）へとつながった。お
おむね戦後は自由貿易推進により世界の貿易が大きく発展し
たといってよいだろう（図２）。

なお、1990年以降、新興国の台頭により先進国と新興国の利
害を一致させることが徐々に難しくなり、当初は個別の2国間・
特定地域で貿易制限を削減・撤廃する自由貿易協定（ＦＴＡ）、
最近はより多くの国が参加する広域ＦＴＡ（たとえばＴＰＰ）が
拡がり、自由貿易進展に貢献している。

しかし、通商摩擦がなかったわけではない。むしろ日本は 
戦後の通商摩擦の中心にいた。日米通商摩擦として特筆すべ
きは、1960-70年代には繊維摩擦、鉄鋼摩擦が発生、カラーテレ
ビも問題となった。1980年代以降は自動車摩擦が激化し、ハイ
テク分野の半導体・コンピューターも俎上に上った。当時、日本
が世界第2位の経済規模となる中、米国は経済力・軍事力を背
景に日本に圧力をかけ、結局日本は一定の譲歩を余儀なくされ
た。金融市場においては、1971年のニクソンショック、1985年の
プラザ合意は為替水準を大きく円高に動かし、影響が大きかっ
たが、これも通商問題が関係していた。

その点、米国が現在の第2位にある中国に圧力をかけている
のは過去に例があることであり、ことさら新しい事象ではない。
ただし、中国は日本と異なり軍事力の充実により米国と対抗す
る意思を持つ点は留意する必要がある。

　

注意すべきリスク要因3

⑴グローバル化の中での相互作用

さて、通商摩擦は過去に例があるため過度な懸念には及ば
ないとしても、現在は過去と条件が異なる可能性がある。たと
えばグローバリゼーションが進み世界経済の相互関連性が高
まったことはリスクの増加要因である。それを目の当たりにした
のが2008年の「リーマンショック」であり、米国の金融機関の破
綻が世界中の金融のリスク許容度を収縮させ、貿易量が急減
したことは記憶に新しい。グローバル企業が世界中にサプライ
チェーンを形成した現在、局所的なショックもすぐに世界中に
伝播（でんぱ）し、経済参加者がいっせいに手を引けばショック
が巨大化する。

⑵景気後退局面でのリスク拡大

かつての通商摩擦発生時はグローバル化の中で米国経済が
成熟しつつも、世界全体では新興国が次々にあらわれ、十分な
経済成長が期待できる時期でもあった。しかし現在は、最大の
人口を持つ中国が急激に高齢化する時期を迎え、今後の成長
フロンティアはインド、アフリカ等に限定されつつある。

そう考えると、世界的に景気が好調な時期は通商摩擦を克服
できるとしても、もし景気後退局面に入ったならばその余裕がな
くなることは考えられる。景気が悪化すると各国の政治家は国
内の不満を抑制するため他国に対し攻撃的となることが多かっ
たことから近い将来リスク要因としてとらえる必要がある。

　

【図２】戦前戦後の貿易体制 
（各種資料を基にMS&ADインターリスク総研作成）
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技術覇権を目指す動きに対する懸念4

⑴データ資本主義といわれる動き

中長期的に考える必要があるのは、データ資本主義ともいわ
れる情報技術の革新がもたらす動きが通商政策にどう影響を
与えるかである。ＩｏＴ（モノのインターネット）によりセンサー
と人工知能（ＡＩ）がネットにつながり、膨大なデータがビッグ
データとして出現している。最近はそのデータ活用がビジネス
の成功に必須であることが理解されつつあり、企業はもちろん
各国政府もその重要性に注目している。

そのため、個人情報、知的財産権の保護を表面上の目的とし
つつ、通商政策もからめて政府およびメガＩＴ企業の動きが活
発化している。すなわち「データ囲い込み」、自国ＩＴ企業の優位
性確保の戦略を策定し、有利にことを進めたいという思惑のぶ
つかり合いである。

⑵主要国の立場と姿勢

米国・中国・欧州が持つデータ資本主義といった動きに対す
る立場および姿勢は概略すると表２のとおりである。

各国政府は自国成長産業の保護に加え、安全保障等への
影響も考慮するため、妥協点を見つけにくい。またＩＴビジネ
スは規模の経済性、ネットワーク経済性が大きく、「勝者総取り

（Winner-take-all）」をめざし競争が激化する傾向がある。新
しい形の貿易戦争がここで発生し、深刻化する可能性に十分
配慮する必要がある。

　

過度なリスク評価は回避も、
慎重姿勢維持が必要5

通商摩擦が米国・中国の間で先鋭化し、予想外の事態が発
生するリスクを多くの関係者が感じている。米トランプ大統領
は予想外の行動を見せることがあり、そのリスクは無視できな
い。現在、米中はお互いに落としどころを探っている様子で、戦
後の通商摩擦は一定の解決がはかられた例を考えれば、現在
はどうにか想定の範囲内である。

ただし、経済成長が期待できる環境下ならば負のスパイラル
を回避できたが、景気後退局面ではリスクが高まり、特に金融
市場の敏感な反応を覚悟する必要がある。そしてデータ囲い込
み、競争制限、課税逃れといった動きに対し適切なルール作り
がなされない場合、新たな形で事態が悪化することも否定でき
ない。過度に悲観的になる必要はないが、リスクに備えることは
常に忘れてはならないであろう。

以上

立場 姿勢

米国

多くのメガＩＴ企業（例：Google、Apple、Facebook、
Amazon）があり、最先端の技術を持つ。知的財産では
現状優位。
安全保障面で中国への対抗意識を高めつつある。

中国のデータ囲い込みに対しＷＴＯでルール作りに注力。
スパイ活動防止のため中国の通信機器企業の通信インフラ・端末
の導入差し控えを米企業に推奨。
さらには一部の中国通信企業との取引を一時禁止（イラン・北朝鮮
への違法輸出への制裁が理由）。

中国
経済:自国ＩＴ企業の成長を後押し（「中国製造2025」）。
政治:情報統制で中国共産党統治を将来も確実なも
のにしている。

データ囲い込みに積極的。外国企業が中国内で集めた情報を外に
持ち出すことを禁止し、データ保管用サーバーは中国内に置くこと
を事実上義務付け。

欧州
個人情報保護の意識が高い。
有力メガＩＴ企業に乏しい。

域内に所在する個人等の個人データの保護義務付け。域外適用も
あり。主に米国メガＩＴ企業による競争制限的行動・課税逃れの抑制
に動く。

【表２】米国・中国・欧州の立場と姿勢

（各種資料を基にMS&ADインターリスク総研作成）

注）
　　　　　　
1）TPPは正式名Trans-Pacific Strategic Economic Partnership 

Agreement （一般にはTrans-Pacific Partnership）の略であり、環太平洋
戦略的経済連携協定（環太平洋パートナーシップ）と訳されている。本来の参
加国は、米国、日本、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、メキシコ、チ
リ、ペルー、シンガポール、ブルネイ、マレーシア、ベトナムだったが、米国が脱
退し、残り１１か国でTPP11を推進している

2）経常収支は「貿易・サービス収支、第一次所得収支、第二次所得収支の合計。
金融収支に計上される取引以外の、居住者・非居住者間で債権・債務の移動
を伴う全ての取引の収支状況を示す」（財務省HPより）。米国はサービス収支
および海外から受け取る利子・配当金といった第一次所得収支がプラスで、
貿易収支の赤字を一部補っている
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災害・事故情報
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火災・爆発

●ロシア  ショッピングセンター火災  64人死亡
ロシア・西シベリアにあるケメロボのショッピングセンター（2013年開

業、4階建 延べ床面積約19,000㎡）で3月25日16時（日本時間同日午後6
時）ごろ火災が発生、翌26日午後の段階で鎮火に至らず、約1,500㎡が焼
けた。この火災により18歳未満の子供41人を含む64人が死亡した（ロシ
ア非常事態省26日発表）。日本政府によると邦人の被害はなかった。火
災発生時、アニメを上映していた施設内の映画館の扉があかなかった
ため、奥の子供が逃げ遅れたとみられる。同センター4階にある映画館

（シネマコンプレックス）を含む娯楽施設で多くの遺体が見つかってお
り、この階が出火元とみられている。地元当局者は同階遊戯施設で火の
回りが早かったことから、子供の火遊びが原因との見方をする一方で、
消防関係者は電気配線のトラブルの可能性を指摘している。

出火と被害が拡大した原因について、警備員が火災通報システムの
スイッチを解除していたほか、非常口が施錠されているなど施設側に
安全管理上の違反があったとし、当局は犯罪捜査を開始、ショッピング
センターの警備会社幹部を含む5人の身柄を拘束した（ロシア連邦捜
査委員会の声明）。

地震・噴火・津波

●米国  ハワイ島キラウエア火山噴火  住民1人負傷、約2,000人が避難、
建物被害82棟（5月26日現在）
5月3日に米国ハワイ州ハワイ島のキラウエア火山が噴火し、活発

な火山活動を続けている。5月17日には爆発的噴火があり噴煙は約
9,100m上空まで達した。その降灰による生活用水への影響も懸念さ
れている。東部の住宅地に流れ出た溶岩が迫り、890haが焼失、82軒の
住宅が溶岩に飲み込まれた。一部地域が立ち入り禁止区域となり、約
2,000人が避難、住民1人が噴出した溶岩流で負傷した。活発な火山活
動は長期化する可能性があり、地元当局は住民に警戒を呼び掛けて
いる。

火山周辺では4月30日以降、地震が多発し、5月4日にはマグニチュー
ド5.4、マグニチュード6.9の地震が立て続けに発生していた。海に流れ
込んだ溶岩流が海水と化学反応を起こしたことにより、5月21日までに
有毒ガスを含む水蒸気が発生。地元当局は、肺障害や皮膚炎を引き起
こす恐れがあるとして、住民らに注意を呼び掛けており、沿岸警備隊
は、周辺海域への船舶の接近を制限する措置を取った。
「ボグ(vog)」と呼ばれる火山灰によるスモッグは、5月27日には約

3,700キロ離れたマーシャル諸島でも確認され、当局はこのスモッグ
がさらに西方に広がる恐れがあると注意を促している。気象学者らは
マーシャル諸島の住民に対し、呼吸器障害を引き起こす可能性がある
ことから不要不急の外出を控えるよう呼び掛け、航空会社や船舶会社
に対しても視界不良に関する注意を促している。

米地質調査所は、火口内で沈下を続ける溶岩湖が地下水と接触 

すれば、水蒸気爆発が起き、岩石が周辺に吹き飛ぶ可能性を指摘して
おり、周辺住民にさらなる警戒を呼び掛けている。

自動車・鉄道・船舶・航空機事故

●キューバで旅客機 墜落  死者112人
カリブ海のキューバで5月18日正午（日本時間19日午前1時）すぎ、国営

キューバ航空の国内線旅客機が首都ハバナ空港を離陸した直後に墜
落。機体は墜落とその後の火災でほぼ完全に破壊され、乗客乗員113人
のうち、112人が死亡した。政府系メディアによると、乗客の死者のうち
外国人はアルゼンチン人2人、西サハラ出身者2人、メキシコ人1人。乗員
6人はメキシコ人で全員が死亡。

墜落後に現場から3人救出されたが、直後に1人死亡、病院に運ばれ
た生存者2人のうち女性1人が25日までに病院で死亡した。

墜落したのは、キューバ航空（Cubana de Aviacion）が運航する旅客
機。東部オルギンに向かってハバナ空港を離陸した直後、何らかの理由
で空港に戻ろうとして送電線に接触して墜落した。墜落現場はマルティ

（Jose Marti）空港近くの林に隣接する土地で、地上の被害はない。
事故機は1979年に製造、メキシコの企業がキューバ航空にリースして

いたもの。航空当局はフライトレコーダーを回収し、事故原因の分析を
進めている。

疾病関連

●日本国内ではしか（麻疹）が流行、12都道府県で感染者170人に（5月22
日現在）　
2018年3月以降、沖縄や愛知を中心にはしか(麻疹)が流行し、本年

2018年の感染者数が12都道府県で170人を超えている。
今回の流行は、2018年3月17日に台湾から沖縄を訪れた旅行者が発

端で、20日にはしか（麻疹）と診断された。同旅行者が訪れた商業施設
などで従業員らに感染し、その後愛知県や神奈川県・東京都などにも広
がった。

日本でのはしかの患者数は2008年に1万人を超えていたが、その後
は予防接種の普及などで感染数が減少、2015年にはWHO（世界保健機
関）から土着のウイルスによる感染がない「排除状態」にあると認定され
ていた。しかしその後もインドネシアやタイなど、いまだ患者数の多い
近隣諸国からの帰国者や訪日客によってウイルスが持ち込まれる輸入
感染は相次いでおり、今回の流行もそのケースにあたる。

厚生労働省は5月11日、はしかと風疹に関する予防指針を改正する方
向性を明らかにした。訪日外国人と接触する機会が多い人や、海外渡航
者のうち予防接種歴や罹患（りかん）歴が不明な人に、接種を推奨する
ことを盛り込む予定。
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施設・設備安全、業務遂行上の事故

●I市 市立小学校側の防災対策不備を認定～東日本大震災津波 
訴訟控訴審判決（被告の市・県は上告）
東日本大震災の津波で計84人が犠牲となった小学校を巡り、児童23

人の遺族らが県と市を相手に計23億円の損害賠償を求めた訴訟の控
訴審で、仙台高裁は4月26日、市と県に賠償を命じた1審判決を変更、約
１千万円増額して約14億3,600万円の支払いを命じた。企業や学校の震
災前の防災対策等にこのような過失と犠牲との因果関係を認めたの
は、これまでの津波訴訟で初めてのケースとなる。

1審仙台地裁判決では、教職員による避難誘導など地震発生後の過失
認定にとどまっていたが、控訴審では校長や市教育委も含めて学校側
の防災体制に「組織的過失」があったと認定した。

控訴審では、危機管理マニュアルの改訂義務についても争点となった。
市は当該小学校まで津波が到来することは予見できず、「危機管理マニュア
ルに津波が発生した場合の避難場所を定める法的義務はなかった」と主張
した。それに対し高裁は、津波を想定した避難所としては具体的を欠く「近
隣の空き地・公園等」という曖昧な記載を残すなど、マニュアルの改訂を学
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いを命じた1，2審判決が確定した。自治体を訴えた遺族側の勝訴が最高
裁で確定するのは今回が初めてとみられる。

1、2審判決によると、当時小３だった女子児童は地震後に指定避難場
所である小学校体育館に避難した。地震発生から約40分後に、女児の
近所に住む同級生保護者から、女児を送り届けるとの申し出を受け、学
校側の判断で引き渡した。女児は海から約700mの自宅付近に車で送り
届けられた約10分後に津波にのまれて死亡した。

児童の引き渡しに関する学校側の注意義務が争点になっていたが、
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なお、指定避難所だった同校体育館に避難して亡くなった住民女性
については、同日の決定で遺族の上告は棄却され、原告側の敗訴が確
定。同体育館では津波で少なくとも18人が死亡したが、津波浸水予測区
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情報関連

●群馬  不正アクセスにより小中学校児童生徒の個人情報約4万8千件が流出
M市の教育委員会は4月4日、市立の全小中学校、特別支援学校に在

籍または在籍していた児童生徒の個人情報がサーバーへの不正アク
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報は、児童生徒の氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、アレルギー、 

既往歴、保護者の氏名などで、発表当初は2017年11月に在籍していた
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報セキュリティポリシー」を策定し、情報管理にかかる基本方針や対策
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以降、更新されておらず、校務用サーバーを防御するファイアウォール
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テロ・暴力行為
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東ジャワ州スラバヤで5月13日朝（現地時間）、3箇所のキリスト教教会
で連続して自爆テロが発生、少なくとも13人が死亡、約40人が負傷した。
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爆弾テロ等が相次いだことを受け、ジョコ・ウィドド大統領は2002年バ
リ島テロの翌年成立した「テロ撲滅法」の改正案の国会での可決を要
請、それまで審議が2年以上続いていたこの改正法案は、今回の多発テ
ロから10日あまり後の25日に国会で可決成立した。可決されたのは通称

「反テロ法」で、テロ根絶における軍の関与を明記したのが特徴。軍の
ほか警察の権限も拡大される。

警察によると、子供を含む家族による自爆テロは同国では初めてであ
り、小さな子供連れに対して警戒が緩みがちで、対応が遅れる可能性を
指摘、新たな犯行手法を警戒している。
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編集後記
2018年5月に神奈川県で発生した高齢者の運転による交通事故が報
道された際、高齢者ほど運転に自信があるという調査結果が多くのテレビ
番組で紹介されたのをご覧になった方もおられるかと思います。この調査
は、2017年2月にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の基礎研究本部（当時、ＭＳ
＆ＡＤ基礎研究所）が実施したアンケート結果で、「運転に対して自信があ
るかどうか」について、20代から60代前半にかけては「自信がある」の割合
が減少していくが、65歳以上になると逆に「自信がある」が増加、80代が最
も多く72%との調査結果でした。
さて、新生ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の編集・発行による第1号とし
て、ＲＭＦＯＣＵＳ7月号を装いも新たに皆さまにお届けします。本号からは、
まず、前号までの巻頭年間シリーズ「レジリエンス」を、ＭＳ＆ＡＤグループ
中期経営計画Vision 2021で提示された2030年に目指す社会像に合わ
せて「レジリエントでサステナブルな社会をめざして」と改題したうえで継続
していきます。また、基礎研究本部メンバーの執筆による「基礎研究レポ
ート」を新シリーズとして掲載開始します。引き続きご愛顧のほどよろしく
お願いいたします。
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研究では「脳血管障害者の自動車運転評価」「脊髄損傷者の
体力特性」「ALSやパーキンソン病の介護負担感」などを遂行
臨床では脳血管障害者の自動車運転評価と頚髄損傷の作業
療法を主に担当

河野 豊（こうの ゆたか）
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ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステムの認証を取得しました

MS&ADインターリスク総研は、このたび我が国における損保系リスクコンサルティング会社として
初となる「ISO27001情報セキュリティマネジメントシステム」の認証を本社ビル所在の部署を対象とし
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ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステムの認証を取得しました

MS&ADインターリスク総研は、このたび我が国における損保系リスクコンサルティング会社として
初となる「ISO27001情報セキュリティマネジメントシステム」の認証を本社ビル所在の部署を対象とし
て取得しました。本認証取得はＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループとしても初となります。
MS&ADインターリスク総研は、リスクマネジメントに関するコンサルティング業務を通じて数多く
のお客さま情報・お客さまデータを取り扱っており、今後、健康・医療分野も含めさらにビックデータ
やIoTを活用したコンサルティングの活用を進めていく予定としていること、また、情報セキュリティの
態勢強化は、MS&ADインターリスク総研のリスク管理上も、お客さまの信頼を得る上でも重要な事
項と判断したことから取得したものです。
MS&ADインターリスク総研は、ISO27001認証取得をひとつの契機として、またこのマネジメントシ
ステムを活かしてさらなる情報管理態勢の強化を図り、お客さまからの信頼の獲得ならびに持続的成
長と企業価値向上を実現してまいります。

「中小企業の防災マニュアル」を刊行

2011年3月に発生した東日本大震災から7年が経過しましたが、中小企業などでは、防災計画が
いまだ策定されていなかったり、あるいは地震以外の災害リスクへの対策が不十分であったり、その
準備状況はまだまだこれからです。
本書は、中小企業の防災対策の向上を目的として、防災対策の基本事項から被害を受けた拠点の
早期復旧に至るまでの一連の流れを押さえるとともに、その後の展開に必要となる事業継続計画に
ついても解説しています。
MS&ADインターリスク総研特別研究員・本田茂樹が、本書の編著を行っています。

「ケア専門職のためのSTOP！介護離職」を刊行

超高齢社会が進展する中、高齢者人口が増加するとともに、働く世代に属する子どもが主たる介護
者であるケースも増えています。ただ、働きながらの介護は、時間的、そして精神的に大きな負担を伴
うこともあり、近年では毎年約8万～10万人が介護を理由に離職しています。
本書では、ケア専門職のためになぜ「介護離職ゼロ」の取り組みが必要であるか、またそれを実現
するためには何が必要であるかを分かりやすく解説しています。
MS&ADインターリスク総研特別研究員・本田茂樹が、本書の企画を担当するとともに、「ChapterⅢ 
いま、なぜ『介護離職ゼロ』か」を執筆しています。

RMFOCUS（第66号）／2018年7月1日発行

発　行／　　　　　　　　　　　　　　　　      営業推進部
発行者／近江 正敏　
編集長／野﨑 久之

【照会先】〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町2-105
ワテラスアネックス
TEL ： 03-5296-8911（代表）／FAX ： 03-5296-8940 
http://www.irric.co.jp/

（無断転載はお断りいたします）

発　  行  　所 ：労働調査会
編　　　　  著 ：本田茂樹（MS&ADインターリスク総研株式会社）
著　　　　  者 ：本田茂樹　他4名
価　　　　  格 ：本体1,800円+税
出 版 年 月 日 ：2018年6月8日
購入(入手)方法：最寄りの書店または労働調査会のホームページでご購入ください。
I S B N 番 号：978-4-86319-615-5

発　  行  　所 ：労働調査会
編　　　　  著 ：本田茂樹（MS&ADインターリスク総研株式会社）
著　　　　  者 ：本田茂樹　他4名
価　　　　  格 ：本体1,800円+税
出 版 年 月 日 ：2018年6月8日
購入(入手)方法：最寄りの書店または労働調査会のホームページでご購入ください。
I S B N 番 号：978-4-86319-615-5

発　  行  　所 ：株式会社ピラールプレス
企  画  協  力 ：黒岩祐治神奈川県知事　宮田俊男日本医療政策機構理事
著　　　　  者 ：本田茂樹（MS&ADインターリスク総研株式会社）　他
価　　　　  格 ：本体1,800円+税
出 版 年 月 日 ：2018年6月26日
購入(入手)方法 ：最寄りの書店またはピラールプレス社のホームページでご購入ください。
I S B N 番 号 ：978-4-86194-211-2

発　  行  　所 ：株式会社ピラールプレス
企  画  協  力 ：黒岩祐治神奈川県知事　宮田俊男日本医療政策機構理事
著　　　　  者 ：本田茂樹（MS&ADインターリスク総研株式会社）　他
価　　　　  格 ：本体1,800円+税
出 版 年 月 日 ：2018年6月26日
購入(入手)方法 ：最寄りの書店またはピラールプレス社のホームページでご購入ください。
I S B N 番 号 ：978-4-86194-211-2

認証書

RMFOCUS Vol.66 〈2018 Summer〉　40



MS&ADインシュアランス グループがご提供するリスクマネジメント情報誌

Vol.

66
2018

summer

01491 9,000 2018.06（新）318

基礎研究
レポート

新
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「ハザード・リスク実験コンソーシアム」の紹介
～リアルタイム地震被害推定情報の活用に向けて～

レジリエントでサステナブルな社会をめざして年間シリーズ

■外国人来訪者に配慮した災害時初動対応体制の整備
■「学校の危機管理マニュアル作成の手引」改訂の概要
■介護離職ゼロに向けた取り組みの進捗状況
～第2回  仕事と介護の両立に関する実態調査結果の報告をふまえて～

■脳損傷患者への運転再開支援について
 ～代替評価法による患者負担の軽減可能性～

■リスクマネジメント協会（RIMS）2018年次総会報告

通商摩擦がもたらすリスクの考察
～通商政策の背景と技術覇権をめざす動き～

※バックナンバー
　はこちら
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